
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1章 様   式 
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参集記録簿 
 

                                                                整理番号        

■災害対策部班名         対策部        班 （施設名            ） 

  

NO 氏  名 原課名 参集時刻 退庁時間 備  考 

   時   分  時   分  

   時   分 時   分  

   時   分 時   分  

   時   分 時   分  

   時   分 時   分  

   時   分 時   分  

   時   分 時   分  

   時   分 時   分  

   時   分 時   分  

   時   分 時   分  

   時   分 時   分  

 
 

 時   分 時   分  

   時   分 時   分  

   時   分 時   分  

   時   分 時   分  

   時   分 時   分  

   時   分 時   分  

   時   分 時   分  

   時   分 時   分  

   時   分 時   分  

   時   分 時   分  

 ○参集後に各自が記入し、各部の事務局がまとめること 

    年   月   日 



 

 

1
-
2

 
（

1
0

）
 

災害対策配備要員名簿及び非常招集系統（１） 

 

 

対策部長・副部長名簿  班長名簿 

対策部長氏名   対策班名 課・所名 課・所長氏名 
自宅電話 備考 

（参集時間・居住地等） 携帯電話 

自宅電話   
   

 
 

携帯電話   

備考 
(参集時間･居住地等) 

  
   

 
 

 

   
   

 
 

副部長氏名  
  

 
   

 
 

自宅電話   

携帯電話  
    

 
 

備考 
(参集時間･居住地等) 

 
 

 
   

 
 

副部長氏名  
 

 
   

 
 

自宅電話   

携帯電話   
   

 
 

備考 
(参集時間･居住地等) 

 
 

 
   

 
 

副部長氏名  
 

 
   

 
 

自宅電話   

携帯電話   
   

 
 

備考 
(参集時間･居住地等) 

 
 

※ 部局長・担当部長・室長・次長・課所長・担当課長について記入してください。 

※ 優先連絡系統：第１    、第 2 

この様式を参考に、対策部ごとに連絡網を作成しておくこと。人数に応じて、適宜、枠を追加などすること。 

参
 

集
 

    年  月  日現在 

        部・局（       対策部） 



 

 

1
-
3

 
（

1
1

）
 

災害対策配備要員名簿及び非常招集系統（２） 
 

     対策部     班〔合計    人〕                                                     年  月  日現在  
 

 部 長 名   副部長名  副部長名   

 所 属 部   所 属 部  所 属 部   

 自宅電話   自宅電話  自宅電話   

携帯電話  携帯電話  携帯電話  

 備  考   備  考  備  考   

                                                                                      

   
班長名  所属部署  

自宅電話  備  考 
(参集時間･居住地等) 

  

携帯電話  

   
配備 氏  名 所属部署 

自宅電話 備  考 
(参集時間･居住地等) 

氏  名 所属部署 
自宅電話 備  考 

(参集時間･居住地等) 

 

携帯電話 携帯電話 

第
１
次
配
備 

第
２
次
配
備
（
課
の
50

％
） 

第
３
次
配
備
（
全
て
の
職
員
） 

第１次 

配備 

要員 

  
 

   
 

 
 

  

  
 

   
 

 
 

  

  
 

   
 

 
 

  

 

第２次 

配備 

要員 

  
 

   
 

 
 

  

 
  

 
   

 
 

 
  

 
  

 
   

 
 

 
  

 
  

 
   

 
 

 
  

 
  

 
   

 
 

 
  

 
  

 
   

 
 

 
  

                                                                                             ※優先連絡系統：第１   , 第２         

この様式を参考に、対策部ごとに連絡網を作成しておくこと。人数に応じて、適宜、枠を追加などすること。 

 
 

 
 

参
 

集
 



 

 

1
-
4

 
（

1
2

）
 

災害対策配備要員名簿及び非常招集系統（３） 
 
     対策部     班〔合計    人〕                                                    年  月  日現在 

 
班長名  所属部署  

自宅電話  
備  考  

携帯電話  

 
配備 氏  名 所属部署 

自宅電話 
氏  名 所属部署 

自宅電話 
氏  名 所属部署 

自宅電話 

携帯電話 携帯電話 携帯電話 

第
３
次
配
備
（
全
て
の
職
員
） 

第３次 

配備 

要員 

  
 

  
 

  
 

   

  
 

  
 

  
 

   

  
 

  
 

  
 

   

  
 

  
 

  
 

   

  
 

  
 

  
 

   

  
 

  
 

  
 

   

  
 

  
 

  
 

   

  
 

  
 

  
 

   

  
 

  
 

  
 

   

  
 

  
 

  
 

   

  
 

  
 

  
 

   

  
 

  
 

  
 

   

  
 

  
 

  
 

   
この様式を参考に、対策部ごとに連絡網を作成しておくこと。人数に応じて、適宜、枠を追加などすること。 

 

参
 

集
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参集途上状況報告書 

※参集後に各自が記入し、各部の事務局が取りまとめること。 

参集日時    月   日   時   分 参集場所  

報告者 

氏名  所属               氏名 

住所  

 

自宅の状況 

 

（仕事への影響） 

 

 

参集途上の 

 

状況 

（道路状況） 

 

（家屋の倒壊） 

 

（火  災） 

 

（崖 崩 れ） 

 

（電柱・電線） 

 

（ガス・水道） 

 

（避難者状況） 

 

参集経路 

 

地図 

 

（簡易なもの） 

 

 



情報伝達 

1-6 （14） 

災害受付票 

            
係 係長 課長 

災 害 受 付 票 
 

管理 

番号 
     

報告日時 
 

年 
 

月 
 

日 
 

時 
 

分 
報告者 

（受付者）  

連絡者 
 

連絡先 
 

地区  
住所 

 
町 

 
丁目 

 番 

番地 

号 

 重要度     

被災状況 

（概略）  

被
災
状
況(

詳
細)

 

被害 

種別 

1.人的被害 2.建物被害（住家・非住家） 3.道路被害 4.河川・水路被害 

5.土砂災害 6.ﾗｲﾌﾗｲﾝ被害 7.田畑被害 8.火災被害 9.その他（    ） 

1.
人
的
被
害 

 死者 
 

名 行方不明者 
 

名 重傷者 
 

名 軽傷者  名 

被
害
者 

氏名 
 

年齢  性別 男 ・ 女 

氏名  年齢  性別 男 ・ 女 

氏名  年齢  性別 男 ・ 女 

2.建物 

被害 

被害区分 
a.全壊・全焼・流失  b.半壊・半焼  c.一部破損・部分焼 

c.床上浸水  e.床下浸水 

被害棟数 
 

世帯数 
 

人員数 
 

3.道路 

被害 

被害区分 損壊・冠水・その他 通行可否  

規制 有・無 規制開始 
 

規制解除  

4.河川・水路 被害区分 損壊・溢水・その他（    ） 危険度 大 ・ 中 ・ 小 

5.土砂災害 被害区分 崖くずれ ・ 土石流 ・ 地すべり 

6.ﾗｲﾌﾗｲﾝ 

被害 

施設区分 
 

復旧日時 
 

被害数 
 

対応 

要請先 

1.庁内（    対策部    班） 2.消防署 3.警察署（町田・南大沢） 

4.消防団（  分団  部） 5.南東建 6.その他（         ） 

指示 

事項 

種別 1.現場（調査・作業） 2.連絡調整  

 

 



 

 

1
-
7

 
（

1
5

）
 

災 害 受 付 集 計 表 

災害名                     種別                    町田市防災安全部防災課 
                                                               年   月   日～   月    日  
No. 

受付 

No. 

受 付 

時 刻 

被害発生場所 
コード 被 害 の 内 容 依頼（対応）先 処   理 

被災世帯主名等 

 

 

 

 

     

     

       

     
       

     
       

     
       

     
       

     
       

     
       

     
       

     
       

     
       

     
       

     
※ コード内容 床上･･･床上浸水、 床下･･･床下浸水、 道損･･･道路損壊、 道冠･･･道路冠水、 崖･･･崖崩れ・土砂崩れ、 河損･･･河川損壊、 河氾･･･河川氾濫  

情
報

伝
達

 

： 

： 

： 

： 

： 

： 

： 

： 

： 

： 

： 

： 



 

 

1
-
8

 
（

1
6

）
 

被 害 別 集 計 表 
災害名                     種別                    町田市防災安全部防災課 

                                                               年   月   日～   月    日  
No.   

受付 

No. 

受 付 

時 刻 

被 害 発 生 場 所        
被 害 の 内 容 依頼（対応）先 処   理 

被災世帯主名等 

 

 

 

 

    

    

      

    
      

    
      

    
      

    
      

    
      

    
      

    
      

    
      

    
      

    
      

    
 

： 

： 

： 

： 

： 

： 

： 

： 

： 

： 

： 

情
報

伝
達

 

： 
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被 害 調 査 票 
             調査日     年   月   日（   ） 担当者         

被 害 発 生 日      年    月    日 （   ） 災害受付番号  

被害発生場所  地図 北南Ｐ． 

被災世帯主名  
世帯 

人員 
   人    電話  

【人的被害】 １．なし  ２．あり               被 害 者 名 

                  死亡者     人                      

                  負傷者 重傷  人                      

                      軽傷  人                      

                  行方不明    人                      

【建物被害】 １．なし  ２．あり 

 
【建物種別】 

１．一般住家（階数：   階建て  延床面積：      ㎡） 

２．マンション・アパート（階数：  階建て 延床面積：    ㎡ 人居数：  世帯） 

３．店舗兼用住家（階数：  階建て  延床面積：   ㎡ 業種：   従業員数：   人） 

４．事業所（階数：  階建て  延床面積：   ㎡ 業種：   従業員数：   人） 

５．その他（                           ） 

６．非住家（名称：          階数：  階建て  延床面積：     ㎡） 

【被害内容】１．床上浸水（       ㎝：事業所等の場合 基準面より       ㎝） 

      ２．床下浸水 

      ３．全壊・全焼 

      ４．半壊・半焼 

      ５．一部損壊・損焼 

【概要・備考】 



 

 

1
-
1

0
 
（

1
8

）
 

被 害 調 査 集 計 表 

                                    集計表 No.     

            災害名                      被害発生日     年    月    日 

 

No. 
被 害 発 生 場 所 

連絡先電話 被害種別 被 害 内 容 
被災者（世帯主）名 世帯人員 

     

 
人  

 
 

   

 
人  

 
 

   

 
人  

 
 

   

 
人  

 
 

   

 
人  

 

情
報

伝
達

 



情報伝達 
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災害報告 
第１号様式 災害確定報告 

町田市 
 

区 
 

分 被 害 

 

 
災 害 名 

・ 

確定年月日 

   

 

 

 

月 

 

 

 

 

日 

  

 

 

 

時確定 

  

 

 

 

 
 

そ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
の 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
他 

 
田 

流失・埋没 ha 
 

冠 水 ha 
 

 
畑 

流失・埋没 ha 
 

冠 水 ha 
 

報 告 者 名 
 

学 校 
箇 
所 

 

区 
    

分 
  

被 
 

害 病 院 
箇 
所 

 

人

的

被 

害 

死 者 人 
 

道 路 
箇 
所 

 

 うち 
災害関連死者 人 

 
橋 り ょ う 

箇 
所 

 

行方不明者 人 
 

河 川 
箇 
所 

 

負

傷

者 

重 傷 人 
 

港 湾 
箇 
所 

 

軽 傷 人 
 

砂 防 
箇 
所 

 

 

 

住 

 

 

 

 

 

 

家 

 

 

 

 

 

 

被 

 

 

 

 

 

 

害 

 

 
全 壊 

棟 
 

清 掃 施 設 
箇 
所 

 

世
帯 

 
鉄 道 不 通 

箇 
所 

 

人 
 

被 害 船 舶 隻 
 

 

 
半 壊 

棟 
 

水 道 戸 
 

世
帯 

 
電 話 

回 
線 

 

人 
 

電 気 戸 
 

 

 
一 部 破 損 

棟 
 

ガ ス 戸 
 

世
帯 

 
ブ ロ ッ ク 塀 等 

箇 
所 

 

人 
 

 
  

 

 
床 上 浸 水 

棟 
 

世
帯 

 

人 
 

 

 
床 下 浸 水 

棟 
 

り 災 世 帯 数 
世 
帯 

 

世
帯 

 
り 災 者 数 人 

 

人 
 

火

災

発

生 

建 物 件 
 

非

住

家 

公 共 建 物 棟 
 

危 険 物 件 
 

そ の 他 棟 
 

そ の 他 件 
 

  



情報伝達 

1-12 （20） 

 

区分 被 害 町

田

市

災

害 

対

策

本 

部 

 
名 称 

 

公 立 文 教 施 設 
千

円 

 

農 林 水 産 業 施 設 
千 
円 

 
設 置 

 
月 日 時 

公 共 土 木 施 設 
千

円 

 
解 散 

 
月 日 時 

その他の公共施設 
千 
円 

 
災

害

対

策

本

部 

設

置

市

町

村

名 

 

小計 
千

円 

 

公共施設被害市町村数 
団 
体 

 

 

 

そ 

 

 

 

 
の 

 

 

 

 

他 

農 産 被 害 
千

円 

 

林 産 被 害 
千 
円 

  
計 

 
団体 

 

畜 産 被 害 
千

円 

 
災

害

救

助 

法 

適

用

市

町

村

名 

 

水 産 被 害 
千 
円 

 

商 工 被 害 
千

円 

 

   

 
計 

 
団体 

 

そ の 他 
千

円 

 
消防職員出動延人数 人 

 

被害総額 
千 
円 

 
消防団員出動延人数 人 

 

 

 

 
備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
考 

 

 

 

災害発生場所 

災害発生年月日 

災害の概況 

 
消防機関の活動状況 

 
その他（避難指示等の状況） 

出典：災害報告取扱要領（昭和45年4月10日 消防防第246号消防庁長官（令和5年5月消防応第55号））  



情報伝達 

1-13 （21） 

第 2 号様式 災害中間年報 
町田市 

 

災害名 

発生年月日 

 
区分 

      
 

計 

     

 
 

人

的

被

害 

死 者 人       

 うち 
災害関連死者 人       

行方不明者 人       

負

傷 
者 

重 傷 人       

軽 傷 人       

 
 

住 
 

 

 

 
家 

 

 

 

 
被 

 

 

 

 
害 

 
 

全 壊 

棟       

世帯       

人       

 
 

半 壊 

棟       

世帯       

人       

 
 

一部破損 

棟       

世帯       

人       

 
 

床上浸水 

棟       

世帯       

人       

 
 

床下浸水 

棟       

世帯       

人       

 

非住家 
公共建物 棟       

そ の 他 棟       

り 災 世 帯 数 世帯       

り 災 者 数 人       

公 立 文 教 施 設 千円       

農 林水 産業 施設 千円       

公 共 土 木 施 設 千円       

その他の公共施設 千円       

そ の 他 被 害 千円       

被 害 総 額 千円       

町田市 

災害対策本部 

設 置 月 日 月 日 月 日 月 日 月 日  

解 散 月 日 月 日 月 日 月 日 月 日 

災害対策本部設置市町村 団体 団体 団体 団体 団体 団体 

災害救助法適用市町村 団体 団体 団体 団体 団体 団体 

消防職員出動延人数 人       

消防団員出動延人数 人       

出典：災害報告取扱要領（昭和45年4月10日 消防防第246号消防庁長官（令和5年5月消防応第55号））  



情報伝達 
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第 3 号様式 災害年報 

町田市 

災害名 

発生年月日 

 
区分 

      

 

計 
     

 
人

的

被

害 

死  者 人       

 うち 
災害関連死者 人       

行方不明者 人       

負
傷
者 

重 傷 人       

軽 傷 人       

 
 

住 
 

 

 

家 
 

 
 

被 
 

 

 

害 

 

全壊 

棟       

世帯       

人       

 

半壊 

棟       

世帯       

人       

 

一部破損 

棟       

世帯       

人       

 

床上浸水 

棟       

世帯       

人       

 

床下浸水 

棟       

世帯       

人       

 

非住家 
公共建物 棟       

そ の 他 棟       

 

 
 

そ 
 

 

 

 

 

 

 
の 

 

 

 

 

 

 

 
他 

 

田 
流失・埋没 ha       

冠 水 ha       

 

畑 
流失・埋没 ha       

冠 水 ha       

学  校 箇所       

病  院 箇所       

道  路 箇所       

橋りょう 箇所       

河  川 箇所       

港  湾 箇所       

砂  防 箇所       

清掃施設 箇所       

鉄道不通 箇所       

被害船舶 隻       

水  道 戸       
 

  



情報伝達 
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町田市 

発生年月日

区分 

 

災害名 
      

 

計 
     

電話 回線       

電気 戸       

ガス 戸       

そ

の 

他 

ブロック塀等 箇所       

        

火
災

発

生 

建 物 件       

危 険 物 件       

そ の 他 件       

り 災 世 帯 数 世帯       

り 災 者 数 人       

公立文教施設 千円                  

農林水産業施設 千円                  

公共土木施設 千円                  

その他の公共施設 千円                  

小 計 千円                  

 
 

公共施設被害市町村数 団体       

 
そ 

 

 

 
の 

 

 
 

他 

農産被害 千円       

林産被害 千円       

畜産被害 千円       

水産被害 千円       

商工被害 千円       

        

そ の 他 千円       

被 害 総 額 千円       

町田市 

災害対策本部 

設 置  月 日  月 日  月 日  月 日  月 日  

解 散  月 日  月 日  月 日  月 日  月 日 

災害対策本部設置市町村 団体 団体 団体 団体 団体 団体 

災害救助法適用市町村 団体 団体 団体 団体 団体 団体 

消防職員出動延人数 人 人 人 人 人 人 

消防団員出動延人数 人 人 人 人 人 人 

出典：災害報告取扱要領（昭和45年4月10日 消防防第246号消防庁長官（令和5年5月消防応第55号）） 



情報伝達 
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水防警報の発表様式（都発表） 

水 防 警 報 

種別 待機 ・ 準備 ・ 出動 ・ 解除 ・ 指示 

発表河川 ○○川 

基準水位観測所 ○○橋 

発表番号 第   号 

日 時 令和   年   月   日   時   分 東京都建設局 発表 

  

 

番号 発 表 内 容 

１ 〇時〇分に〇〇川の〇〇水位観測所、氾濫注意水位A.P.〇〇ｍ になりました。 

２ 堤防の上端まであと〇〇ｍ となっており、今後も水位の上昇が見込まれます。 

３ 水防機関は、水防団を出動させてください。 

４  

５  

６  

７  

 

 

問い合わせ先 

東京都水防本部（建設局河川部） TEL 03-5320-5435 

東京都建設局南多摩東部建設事務所 TEL 042-720-8641 

 
出典：東京都水防計画（資料編） 
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氾濫危険情報の発表様式（都発表、水位周知河川） 
 

水防関係速報 

伝達記録用紙 

  情報番号 情報連絡班長 情報連絡掛長 発信者 

      

       

水位周知河川情報 

種  別 氾濫危険 

発表河川 ○○川 

基準水位観測所 △△△橋 

日  時 令和  年  月  日  時  分  東京都建設局発表 

        

主文 

【警戒レベル４相当情報［洪水］】 

 ○時○分に○○川の△△水位観測所で、避難指示の発令の目安となる氾濫危険 

水位 A.P．○○．○○ｍとなりました。 

        

堤防の上端まであと○．○ｍとなっており、今後も水位の上昇が見込まれます。 

 

流域の住民は浸水に警戒し、建物の二階などに避難してください。 

 

特に、地下施設は水が流れ込む恐れがありますので、十分警戒してください。 

        

参考 

○○川 △△△橋水位観測所 ／ A 市 B 町 

堤防の上端 A.P. ○○．○○ ｍ 

氾濫危険水位 A.P. ○○．○○ ｍ 

 

問い合わせ先 

東京都水防本部（建設局河川部） TEL 03-5320-5435 

東京都○○建設事務局 TEL ○○－×××× 

 

 
出典：東京都水防計画（資料編） 
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水防警報の発表様式（県発表） 
 

様式－その１ 

水 防 警 報          

種  類 待  機  ・  準  備  ・  出  勤  ・  解  除                               

発表河川  基準水位観測所  第  号 

日時 

 

水防本部発表 

   年   月   日   時   分 神奈川県 

水防支部発表 

 

番号 発  表  内  容 

１ 

       ①流域 

           の雨量は、   日   時   分までに   ㎜です。 

       ②地点 

２           の水位は、   日   時   分現在    m です。 

３ 

          ①水防団待機水位 

       では               

②氾濫注意水位（警戒水位） 

③ を上回りました。 

④ を上回る恐れがあります。 

⑤ 程度です。 

⑥ を下回る見込みです。 

⑦ を下回りました。 

４ 

             ① 待機 

水防管理者は、水防機関を ② 準備  させてください。 

             ③ 出勤 

５ 
水防管理者は、水防機関の巡視員を現地に残し、水防機関を待機させて差しつかえあ

りません。 

６ 水防警報を解除します。 

７        の水位は、   日   時には    ｍ程度と予想されます。 

８ 

 

 

 

 

 
出典：神奈川県水防計画 
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様式－その 2 

水 防 警 報          

種  類 指  示  ・  情  報 

発表河川  基準水位観測所  第  号 

日時 

 

水防本部発表 

   年   月   日   時   分 神奈川県 

水防支部発表 

 

番号 発  表  内  容 

１ 

       ①流域 

           の雨量は、   日   時   分までに   ㎜です。 

       ②地点 

２           の水位は、   日   時   分現在    m です。 

３ 

        の水位は、 ①氾濫注意水位（警戒水位）  ③に達し 

④を越え   ました 

   日   時   分に ②最高水位       m  ⑤を下回り 

4 

               ①１時間に   cm 程度上昇して 

         の水位は、 ②平衡状態が続いて          います。 

               ③１時間に   cm 程度下がって 

5          の水位は、   日   時に   m 程度と予想されます。 

6 

上流      の水位は、 ①はん濫注意水位（警戒水位）  ③に達し 

④を越え  ました。 

   日   時   分に ②最高水位     m     ⑤を下回り 

7 

①堤防      ⑤漏水 ⑥亀裂 ⑦深掘れ       ⑭する恐れが 

   地先の ②堤防の居住側 に ⑧堤防斜面の崩れ ⑨護岸崩落 が発生  あります。 

        ③無堤地     ⑩堤防の決壊 ⑪越水（水が溢れる） 

        ④        ⑫浸水 ⑬              ⑮しました。 

8 水防管理者は、水防機関に厳重な警戒をさせてください。 

9 水防管理者は、水防機関に出動体制を強化し、水防工法を行わせて下さい。 

  

 
出典：神奈川県水防計画 
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氾濫危険情報の発表様式（県発表、水位周知河川） 
 

 

○○川氾濫危険情報 
 

○○年○○月○○日○○時○○分 

□□□支部発表 

 

【主文】 

【警戒レベル４相当情報[洪水]】○○○○川の□□□□□□□□水位観測所（●●市

△△△△△△△△△△△）では、○○時○○分頃に、避難指示の発令の目安となる氾

濫危険水位(×××.××ｍ)に到達しました。 

市町村からの避難情報を確認するとともに、各自安全確保を図るなど、適切な防災行

動をとってください。 
 

（参考） 

○○川 □□□水位観測所 

氾濫危険水位 

（相当換算水位） 

×××.××ｍ 水防法第１３条で規定される洪水特別警戒水位 

いつ氾濫してもおかしくない状態 

避難等の氾濫発生に対する対応を求める段階 

避難判断水位 ○○○.○○ｍ 避難準備などの氾濫発生に対する警戒を求める

段階 

氾濫注意水位 △△△.△△ｍ 氾濫の発生に対する注意を求める段階 

※避難判断水位、氾濫危険水位：水位観測所受け持ち区間内の第 1 位危険箇所の避難判断水位、 

氾濫危険水位を水位観測所に換算した水位。 

 

問い合わせ先 

□□□支部 

（電話） xxx-xxx-xxxx 
 

（参考） 

「雨量」「水位」等の情報は、下記のサイトからもご覧いただけます。 

神奈川県ホームページ 

パソコンから 携帯電話から 

https://www.pref.kanagawa.jp/sys/suibou

/web_general/suibou_joho/index.html 

http://www.pref.kanagawa.jp/sys/suibou/mo

bile/suibou_joho/index.html 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：神奈川県水防計画 
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電 話 無 線 等 連 絡 用 紙 
 

 

送信・受信 

                  午前 

  年     月     日        時     分 

                  午後 

 

 
送受信相手 

 

 

      連絡先    －       －         担当 

 

 住 所 

 

 

    

送受信内容 

 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

 
送受信者（所属氏名） 
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Ｆ Ａ Ｘ 送 信 票 
 

                             町田市災害対策本部発第      号 

                               年  月  日  時  分 

 
宛先 

                              様 ＦＡＸ     －     

 
件名 

 
本文 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 
発信者  町田市災害対策本部     担当 

電話 
代 表 ０４２－７２２－３１１１ 

ＦＡＸ ０４２－７２５－３２８０ 

都 防 災 

行政無線 

電話 ８０８０１ 

ＦＡＸ ８０８１１ 
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災 害 対 応 要 請 書 
 

 
要請日時    年   月   日   時   分 

  
主管部名                 対策部 

部 長 名      

担当者名            班 

 

要 

 

 

 

請 

 

 

 

の 

 

 

 

概 

 

 

 

要 

種    別 
要員の補充、資器材調達、車両調達、燃料調達、広報依頼、自衛隊派遣要請 

その他（                                                          ） 

 

要請先機関 

・ 団 体 名      
 

 

内    容 

（職種、資格、経験、品名、広報文などできるかぎり具体的に記入） 

 

 

 

 

※  別紙添付の場合は、その旨を明記のこと。 

数 量 ・     

回 数 ・     

又は人数 

（種別、性別、品名別等に分けて記入） 
 

場    所 

（集合場所、受渡場所、活動場所などを記入） 

 

 

 

そ の 他     

必要事項 

（活動期間（想定）、留意点、携行品、マニュアルの有無など特記事項を記入） 

 

 

 

 

要 

請 

に 

い 

た 

っ 

た 

理 

由 

（措置の状況、部内対策要員の状況、部内資器材の状況、その他要請を必要とした状況） 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

1
-
2

4
 
（

3
2

）
 

災 害 対 策 活 動 実 施 状 況 報 告 
 

※報告先  各対策部長      災 

害 

名 

 報 

告 

者 

対策部 

班 

氏名 

報告 

時刻 

    年  月  日  時  分（中間） 

                  現在（最終） 

 

No. 

 

／ 

 

  

※提出先  情報統括班  

月    日 時  刻 災 害 対 策 の 種 類          実 施 状 況              今 後 の 対 策               

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

（注１）  日時を追って適時記入し、状況に応じて整理すること。（ただし、時刻表示は、24時制とする。） 

（注２）  「実施状況欄」には、作業及び被災者に対する措置の内容、活動場所、活動期間、進捗率、延出動人員、延使用資機（器）材、応援の状況等を 

具体的に記入すること。 

（注３）  「今後の対策欄」には、作業及び措置の内容、活動場所、活動期間、必要となる延人員、必要となる資機（器）材、応援を必要とする数量を 

記入すること。   

情
報

伝
達

 



 

 

1
-
2

5
 
（

3
3

）
 

災 害 対 策 従 事 者 名 簿 
 

※報告先  各対策部長      災 

害 

名 

 出 

動 

日 

      月 

      日 

所属 

部班 

          対策部 

              班 

報 

告 

者 

氏名  

No. 

 

／ 

 

  

※提出先  情報統括班  

No 部 ・ 課 名      氏 名     従 事 時 間        仮眠時間等 従 事 内 容         備 考       

1 
    時 分から 

  時 分まで 

    

2 
    時 分から 

  時 分まで 

    

3 
    時 分から 

  時 分まで 

    

4 
    時 分から 

  時 分まで 

    

5 
    時 分から 

  時 分まで 

    

6 
    時 分から 

  時 分まで 

    

7 
    時 分から 

  時 分まで 

    

8 
    時 分から 

  時 分まで 

    

9 
    時 分から 

  時 分まで 

    

10 
    時 分から 

  時 分まで 

    

（注１）課単位に１日１枚ずつ作成すること。        （注３）従事内容は具体的に記入すること。    

（注２）市職員以外の場合は、その旨備考欄に記入すること。 （注４）時刻表示は 24時制とすること。

情
報

伝
達
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その１ 自衛隊災害派遣要請依頼書 
 

 

                     町田市災害対策本部発 第     号 

                                年  月  日 

   東京都知事         様 

 

                     町田市長          印 

 

 

           自衛隊の災害派遣要請について（依頼） 

 

 

このことについて、自衛隊法第 83条第１項の規定による自衛隊の派遣を、下記のとおり 

  依頼します。 

 

記 

 

 １ 災害の状況及び派遣を要請する事由 

 

  (1) 災害の状況 

 

 

 (2) 派遣を要請する事由 

 

 

 ２ 派遣を希望する期間 

 

      年  月  日（  時  分）から災害応急対策の実施が終了するまでの間 

 

 ３ 派遣を希望する区域及び活動内容 

 

  (1) 活動希望区域 

 

 

 (2) 活動内容 

 

 

 ４ その他参考となるべき事項 
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その２ 自衛隊災害派遣撤収依頼書 
 

 

                         町田市災害対策本部発  第     号 

                                    年  月  日 

 

   東京都知事         様 

 

                         町田市長          印 

 

 

自衛隊の災害派遣部隊の撤収について（依頼） 

 

 

      年  月  日付け     号で依頼したこのことについて、下記のとおり 

  災害派遣部隊の撤収要請を依頼します。 

 

記 

 

 １ 撤収日時        年  月  日  時  分 

 

 ２ 撤収理由 

 

 

 

 ３ その他必要事項 
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様式１ 応援要請シート（区市町村） 
 

  年  月  日 時 分作成 

要請先：東京都災害対策本部人員調整部門 

 

自治体名・担当部署名   

担 当 者 名 ・ 連 絡 先  

TEL：  -    -     

防災行政無線：      

E-mail： 

 

業 務 名  

要 請 人 数  

期 間 （ 想 定 ）   

集 合 場 所  

活 動 内 容  

応援職員に求める要件 □有 □無 

職種： 

資格： 

経験： 

活 動 場 所 

拠  点  

現  場  

資 機 材 等 

□有 □要持参 □不要 

 

 

業 務 マ ニ ュ ア ル □有 □無 マニュアル等名： 

備    考  

【都災害対策本部処理欄】 

派遣要請等 

結果報告 
 

出典：町田市災害時受援応援計画（２０２２年３月） 
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様式２ 応援職員等名簿 
  年  月  日作成  

 

◆ 本様式は、担当部署における応援職員等の受付をする際に使用する。 

◆ 名簿は、業務ごとに受入れの都度作成し、担当部署内で保存する。 

◆ 各区市町村災害対策本部への報告及び都災害対策本部人員調整部門への報告は「受援状況報

告書（様式３）」を使用する。 

 

業 務 名  

 

NO. 応援団体名 氏 名 職種 派遣期間 性別 

1     男・女 

2     男・女 

3     男・女 

4     男・女 

5     男・女 

6     男・女 

7     男・女 

8     男・女 

9     男・女 

10     男・女 

11     男・女 

12     男・女 

13     男・女 

14     男・女 

15     男・女 

16     男・女 

17     男・女 

18     男・女 

19     男・女 

20     男・女 

出典：町田市災害時受援応援計画（２０２２年３月） 
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様式３ 受援状況報告書（区市町村） 
 

  年  月  日作成 

送付先：東京都災害対策本部人員調整部門 
 

◆ 本様式は、他団体等からの応援を受入れた後、受援の状況を報告する際に使用する。 

◆ 担当部署は、応援を受入れた際、業務ごとに報告書を作成し、各区市町村災害対策本部を経由し

て都災害対策本部人員調整部門へ報告する。 

 

自治体名・担当部署名   

担 当 者 名 ・ 連 絡 先  

内線：  -    

防災行政無線：      

E-mail：  

 

 

業  務  名  

活 動 内 容  

活 動 状 況 

番号 派遣元団体名 
本日の 

派遣人員数 

延べ 

派遣人員数 

明日の 

活動予定 

    人    人   人 

    人   人   人 

合計   人    人   人 

派 遣 期 間 

  

  

活 動 場 所 

  

  

報 告 内 容 

（活動実績、課題、 

今後の予定等） 

 

 

出典：町田市災害時受援応援計画（２０２２年３月） 
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災害救助法様式１の１ 災害報告（被害概況速報） 
市区町村名：町田市 

 

災 害 の 種 類  

災 害 の 発 生 地 区  

災 害 発 生 年 月 日  

報 告 の 時 限  

報 告 責 任 者  

人

的

被

害 

死 者  

行 方 不 明 者  

重 傷 者  

軽 傷 者  

計  

道

路

の

被

害 

道 路 損 壊 箇所 河

川

の

被

害 

河川決壊 箇所 そ
の
他
の
被
害 

がけ崩れ 箇所 

道 路 冠 水 箇所 河川溢水 箇所   

通 行 不 能 箇所 下水溢水 箇所   

その他の特記事項  

出典：東京都地域防災計画 震災編 資料編 

  



災害救助法 

1-32 （40） 

 

災害救助法様式１の２ 災害報告（被害状況調） 
市区町村名：町田市 

 

地区名 

被害の状況 
地区 地区 地区 地区 計 

人 

 

的 

 

被 

 

害 

死 者      

行 方 不 明      

負 

 

傷 

重 傷      

軽 傷      

小 計      

住 

 

 

家 

 

 

の 

 

 

被 

 

 

害 

棟 

 

 

数 

全 壊 ・ 全 焼 又 は 流 失      

半 壊 又 は 半 焼      

一 部 破 損      

床 上 浸 水      

床 下 浸 水      

世 

 

帯 

 

数 

 

及 

 

び 

 

人 

 

員 

全壊・全焼 

又 は 流 失 

世帯      

人員      

半 壊 又 は 

半 焼 

世帯      

人員      

一 部 破 損 
世帯      

人員      

床 上 浸 水 
世帯      

人員      

床 下 浸 水 
世帯      

人員      

災 害 発 生 年 月 日 年  月  日 

出典：東京都地域防災計画 震災編 資料編 

 

 

（注）1.負傷のうち「重傷」とは、１ヶ月以上の治療を要する見込みのものとし、「軽傷」とは、１ヶ

月未満で治療できる見込みのものとするが、その区分が把握できない場合は小計をもって報

告すること。 

2.「棟」とは、一つの独立した建物をいう。なお、母屋に付着している風呂場、便所等は母屋

に含めて１棟とするが、二つ以上の棟が渡り廊下等で接続している場合には２棟とすること。 

3.「一部破損」とは、住家の損壊程度が半壊に達しない程度のものとすること。 

4.「床下浸水」とは、住家が床上浸水に達しない程度のものとすること。 

5.住家の被害のうち「棟数」及び「一部破損」は「決定報告」を除き、指示した場合に限り報

告すること。 
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災害救助法様式１の３ 災害報告（世帯構成員別被害状況） 
市区町村名：町田市 

（  年  月  日  時現在） 
 

世帯構 
成員別 

 

被害別 

１
人
世
帯 

２
人
世
帯 

３
人
世
帯 

４
人
世
帯 

５
人
世
帯 

６
人
世
帯 

７
人
世
帯 

８
人
世
帯 

９
人
世
帯 

10 
人 
世 
帯 

計 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生 

全 壊 ・ 全 焼                

流 失               

半 壊 ・ 半 焼               

床 上 浸 水               

出典：東京都地域防災計画 震災編 資料編 
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災害救助法様式１の４ 災害報告（災害救助費概算額調） 

市区町村名：町田市 

 

種目別区分 員数 単価 金額 備考 

Ⅰ 救助業務に要した経費  円 円 

 

1 救助費    

 

(1) 
避難所 
設置費 

避 難 所 延人   

福 祉 避 難 所 延人   

ホ テ ル ・ 旅 館 な ど 延人   

計 延人   

(2) 
応急仮 
設住宅 
設置費 

建 設 型 応 急 住 宅 世帯   

賃 貸 型 応 急 住 宅 世帯   

応急修理期間における応急仮設住宅の使用 世帯   

計 世帯   

(3) 炊 出 し そ の 他 に よ る 食 品 給 与 費 延人   

(4) 飲 料 水 供 給 費    

(5) 
被服、寝具、その他
生活必需品の給
(貸)与費 

全 壊 ( 焼 ) 流 出 世帯   

半 壊 ( 焼 ) ・ 床 上 浸 水 世帯   

計 世帯   

(6) 
医 療 
及 び 
助産費 

医 療 延人   

助 産 延人   

計 延人   

(7) 被 災 者 の 救 出 費 人   

(8) 
住宅の 
応 急 
修理費 

半 壊 以 上 世帯   

準 半 壊 世帯   

計 世帯   

(9) 生 業 に 必 要 な 資 金 の 貸 与 費 世帯   

(10) 
学用品 
の給与 

小学校 
児童 

教 科 書 人   

文 房 具 等 人   

中学校 
生徒 

教 科 書 人   

文 房 具 等 人   

高等学校
等生徒 

教 科 書 人   

文 房 具 等 人   

計 人   

(11) 埋葬費 

大 人 体   

小 人 体   

計 体   

(12) 死 体 の 捜 索 費 体   

(13) 
死体の 
処理費 

洗 浄 、 縫 合 、 消 毒 等 体   

一 時 保 存 体   

検 案 体   

計 体   

(14) 障 害 物 の 除 去 費 世帯   

(15) 輸 送 費    

(16) 賃 金 職 員 等 雇 上 費    

2 実 費 弁 償 人   

3 扶 助 金 件   

4 損 失 補 償 件   

5 法 第 1 9 条 の 補 償    

Ⅱ 救 助 事 務 に 要 し た 経 費    

1 都 道 府 県 事 務 費    

2 市 町 村 事 務 費    

3 法 第 ２ ０ 条 第 １ 項 の 求 償 に 係 る 事 務 費    

4 災害ボランティアセンターの設置・運営（委託費）    

( 合 計 )    
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別 表   世帯構成員別被害状況 
 

        世帯構 
        成員別 
 被害別 

  １ 
  人 
  世 
  帯 

  ２ 
  人 
  世 
  帯 

  ３ 
  人 
  世 
  帯 

  ４ 
  人 
  世 
  帯 

  ５ 
  人 
  世 
  帯 

  ６ 
  人 
  世 
  帯 

  ７ 
  人 
  世 
  帯 

  ８ 
  人 
  世 
  帯 

  ９ 
  人 
  世 
  帯 

  10 
  人 
 世以 
 帯上 

計 
 

  小 
  学 
  生 
 

  中 
  学 
  生 
 

  高 
  校 
  生 
 

 全壊（焼）流出           世帯 円 円 円 

 半 壊 （ 焼 ）            
 床 上 浸 水            

              

 

出典：東京都地域防災計画 震災編 資料編 
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災害救助法様式２の１ 救助の実施記録日計票 

 

 

救

助

の

種

類 

避 難 所 炊 出 し 等 飲 料 水 生活必需品  
市区町村名：町田市 

医療救護 助 産 仮 設 住 宅 住 宅 修 理  
責任者氏名           印 

 救護班 学 用 品 等 死 体 捜 索 死 体 処 理   

 本部班 死 体 埋 葬 障害物除去 輸 送   

労務供給      

 

NO.                               月   日   時   分 

 

員 数 （ 世 帯 ）  

品目（数量・金額）  

受 入 先  

払 出 先  

場 所  

方 法  

記 事  

 

出典：東京都地域防災計画 震災編 資料編 
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災害救助法様式２の２ 救助日報 
市区町村名：町田市 

報 告 機 関             受 信 機 関            

 送 信 者             受 信 者            

 報 告 時 限                年  月  日  時現在  受 信 時 間                年  月  日  時現在 

 避 

 難 

 場 

 所 

 開 

 設 

 開設期間         
 開 設 日 時               日   時  被 

 服 

 寝 

 具 

 生 

 活 

 必 

 需 

 品 

 給 

 与 

 都より受入又は前日                     

 よ り の 繰 越 量                     
         点 

 閉鎖予定日               月   日 

 既存建物         
 箇 所 数                  箇所 

 本 

 日 

 支 

 給 

 全壊（焼）  世帯数 

 流 失    世帯数 

 （  ）世帯 

         点 
 収 容 人 員                   人 

 半壊半焼   世帯数 

 床上浸水   世帯数 

 （  ）世帯 

         点 
 野外仮設         

 箇 所 数                  箇所 

 収 容 人 員                   人   翌 日 へ の 繰 越 量                            点 

 

 炊 

 出 

 し 

 

 炊出期間         

 開 始 月 日               月   日 

 

 医 

 療 

 ・ 

 助 

 産 

 救 

 助 

 

 医 

 療 

 班 

 医 療 班 出 動 数                         ケ班 

 終了予定日               月   日  救 助 地 区                  

  炊 出 し 箇 所 数                        箇所 
 診療者数         

 医 療                人 

 救出人員         

    朝         人  助 産                人 

    昼         人  医 

 療 

 機 

 関 

 医 療      
 施 設 数                   ケ所 

    夜         人  診 療 人 員                    人 

    計         人  助 産       施 設 数                   ケ所 

 供 給 人 員                             人   救助終了予定月日                      月   日 

 供 給 水 量                             ℓ 

 被 

 災 

 者 

 救 

 出 

  救 出 地 区                  

 給水期間         
 開 始 月 日               月   日   救 助 し た 人 員                          人 

 終了予定日               月   日   今後救出を要する人員          人 

 給水方法          

  救出終了予定月日                      月   日 

 救 出 の 方 法             
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市区町村名：町田市 

 

 学 

 用 

 品 

 支 

 給 

都より受入又は前日より の繰

越量 
        

 

 死 

 体 

 の 

 処 

 理 

 

 死 亡 原 因 別 人 員                     
         体 

 

 死 

 体 

 処 

 理 

 死 体 洗 浄                 
         体 

 

 

小 

学 

生 

 全壊（焼）世帯                

 

（  ）人 

         点  死 体 縫 合                 
         体 

 

 半壊（焼）世帯                

 床 上 浸 水 世 帯                

（  ）人 

         点 
 死 体 消 毒                 

         体 

 

 死体保存 

 既存建物利用            
        ケ所 

 

中
学
生 

 全壊（焼）世帯                

 

（  ）人 

         点  仮 設 建 物            
        ケ所 

 

半壊（焼）世帯                

床 上 浸 水 世 帯                

（  ）人 

         点 

 死 体 処 理 機 関                      

 今後処理を要する死体                              体 高
校
生 

全壊（焼）世帯                

 

（  ）人 

         点 

半壊（焼）世帯                

床 上 浸 水 世 帯                

（  ）人 

         点 

 翌 日 へ の 繰 越 量                            点  
 

 死体処理終了予定月日                          月   日 

 

 埋 

 葬 

 前 日 ま で の 埋 葬                            体 
 障 

 害 

 物 

 の 

 除 

 去 

 要 障 害 物 除 去 戸 数                     
         戸 

 

 本日埋葬         

  大 人          体 
 本 日 除 去 し た 戸 数                      （計戸）    戸 

  小 人          体 
 今 後 除 去 す る 戸 数                              戸 

   計          体 
 除 去 終 了 予 定 月 日                          月   日 

 翌日以降の要埋葬数                            体 

 輸 

 

 

 送 

 公 用 車 使 用                              台 
 埋 葬 終 了 予 定 月 日                        月   日 

 借 上 車 使 用                              台 

 死 

 体 

 の 

 捜 

 索 

 捜索地区          
 救 

 助 

 の 

 種 

 類 

 
 死 

 体 

 捜索を要する死体                         体 

 本 日 発 見 死 体                         体 

 今後の要捜索死体                         体 

 人 

 

 夫 

 人夫 雇上げ数              
 捜索の方法  

 従 事 

 

 作 業 

  捜 索 終 了 予 定 月 日      月   日 

 仮設住宅         
 着工月日            戸   月   日 

 そ の 他  
 竣工月日            戸   月   日 

 備 

 

 考 

 
 住宅修理         

 着工月日            戸   月   日 

 竣工月日            戸   月   日 

 
出典：東京都地域防災計画 震災編 資料編 
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災害救助法様式３ 避難所設置及び避難生活状況 

市区町村名：町田市 No  ／   

避難所の名称 種別 開設期間 延人員 
物品使用状況 

実支出額 備考 
品名 数量 

  
月 日～ 月 日 人 

  
円 

 

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

計 
       

（注）１ 「種別」欄は、避難所、福祉避難所、ホテル・旅館などの別に記入すること。 
２ 物品の使用状況は、開設期間中に使用した品目別、使用数量を記入すること。 
３ 「備考」欄は、別に作成する領収書等支払資料の整理番号を記載する。 

 

出典：災害救助法による救助の実施について（社施第 99 号厚生省社会局長通知） 

 

災害救助法様式３ 
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災害救助法様式４－１① 応急仮設住宅台帳（建設型応急住宅） 

市区町村名：町田市 No  ／   

整理番号 
世帯主 

氏名 
家族数 

地区・住宅（団地）名、 

部屋番号 
所在地 入居月日 備考 

  人    月 日 
 

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

計 世帯           

（注）1  「家族数」欄は、入居時における世帯主を含めての人員数を記入すること。  
   2  「地区・住宅（団地）名、部屋番号」欄は、応急仮設住宅の住宅（団地）名及び棟番・ 

部屋番号を記入すること。 
   3  「所在地」欄は、応急仮設住宅を建設したところの住所を記入すること。 
   4  「備考」欄は、入居後における経過を明らかにすること。 
 

出典：災害救助法による救助の実施について（社施第 99 号厚生省社会局長通知） 
災害救助法様式４－1① 

 



 

 

1
-
4

1
 
（

4
9

）
 

災害救助法様式４－１② 応急仮設住宅台帳（その２）（建設型応急住宅） 

市区町村名：町田市 No  ／   

市

町

村

名 

整

理

番

号 

地区・住宅（団地）名 

区分 

着工 

戸数 

完成 

戸数 

集会施設 

着工日 
完成 

予定日 

着工 

公表日 

リース購

入の別 

概算額 

民有地等借地

料 

（年額（円）） 

完成日 入居日 

入居状況 

解消日 
構造 基礎 仕様 敷地 集会所 談話室 

税込総額（円） 
（リースの場合 

は解体費用等含

む） 

うち、集会施設 

（税込み、円） 

（設置費用、リース

は解体費用等含

む） 

1 戸あたりの 

平均価格（円） 
世帯数 

入居 

人数 

○

○

市 

1 
例）○○総合運動公園住宅

（団地） 
モバイル 

コンクリー

ト板 

手擦り、ス

ロープ 
公有地 50 50 1 

 
○月○日 △月△日 ○月×日 リース 291,414,000 5,714,000 5,714,000 0 △月△日 △月□日 48 144   

2 例）○○町仮設住宅 木造 布基礎   
民地（有

償） 
20 20   1 ○月○日 △月△日 ○月×日 購入 105,000,000 5,000,000 5,000,000 12,000,000 △月△日 △月□日 19 38   

3                       

4                       

5                       

計                      

 

1                       

2                       

3                       

4                       

5                       

計                      

 

1                       

2                       

3                       

4                       

5 
 

                     

計                      

 

1                       

2                       

3                       

4                       

5                       

                      

 

1                       

2                       

3                       

4                       

5                       

計                      

合計                      

災
害

救
助

法
 



 

 

1
-
4

2
 
（

5
0

）
 

 
（注）1  「地区・住宅（団地）名」欄は、応急仮設住宅の住宅（団地）名を記入すること。 

   2  「構造区分」欄は、「木造」、「プレハブ」、「モバイル」、「トレーラー」住宅等の別を記入する。 

   3  「基礎区分」欄は、「木杭」、「コンクリート板」、「ブロック敷」、「布基礎」、「べた基礎」住宅等の別を記入する。 

   4  「仕様等」欄は、福祉仮設住宅やバリアフリー住宅等、入居者に配慮した設備の内容がわかるように記入すること。 

   5  「敷地区分」欄は、公私有別とし、有無償の別をも明らかにすること。 

   6  「集会施設」欄は、集会所又は談話室の設置戸数を記入すること。なお、設置していない場合は「－」を記入すること。 

   7  「リース購入の別」欄は、「リース」又は「購入」を記入すること。 

   8  「総額」欄は、団地別に建設に要した総額（リースの場合は解体費用等を含む）を記入すること。なお、集会施設の費用も合算して記入すること。 

   9  「うち、集会施設」欄は、団地別に建設した集会施設に要した金額（リースの場合は解体費用等を含む）を記入すること。 

   10  「１戸あたりの平均価格」欄は、総額から集会施設を差し引いた金額を戸数で除して出た金額を記入すること。 

   11  「民有地等借地料（年額）」欄は、応急仮設住宅の建設のために借上げた地代について、年額を記入すること。 

   12  「入居日」欄は、応急仮設住宅の鍵の受渡しを開始した日を記入すること。 

   13  「世帯数」「入居人数」欄は、実際に応急仮設住宅に入居した世帯数と人数を記入すること。（原則、１世帯１室であるが、被災前に２世帯住宅に入居 

していた場合は、２世帯として差し支えない。） 

   14  「解消日」欄は、応急仮設住宅から全ての入居者が退去した日を記入すること。 

   15  本様式とともに、応急仮設住宅に係る「位置図」、「配置図」、「平面図」、「仕様書」及び「見積書」も提出すること。 

 

出典：災害救助法による救助の実施について（社施第 99 号厚生省社会局長通知） 

災害救助法様式４－1② 

  

災
害

救
助

法
 



 

 

1
-
4

3
 
（

5
1

）
 

災害救助法様式４－２ 応急仮設住宅台帳（賃貸型応急住宅） 

市区町村名：町田市 No  ／   

整理 

番号 
世帯主氏名 

家族 

数 
所在地 間取り 

(対象人数) 
契約 

形態 
契約開始 契約終了 入居月日 退去月日 実支出額 備考 

        月  日   月  日   月  日   月  日 円  

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

計 世帯         円  

（注）１ 「家族数」欄は、入居時における世帯主を含めての人員数を記入すること。 

２ 「所在地」欄は、借上型応急仮設住宅の所在住所を記入すること。 

３ 「間取り（対象人数）」欄は、２人以下等の家賃額上限を設定した際の部屋の広さに応じた居住可能人数を記入する。 

４ 「契約形態」欄は、「三者契約」、「２者契約と使用貸借」及び「その他」のいずれかで示す。 

５ 「備考」欄には、入居後における経過を明らかにすること。 

出典：災害救助法による救助の実施について（社施第 99 号厚生省社会局長通知） 

災害救助法様式４－２

災
害

救
助

法
 



災害救助法 

1-44 （52） 

災害救助法様式５ 炊き出し給与状況 

市区町村名：町田市  No  ／   

炊き出し場の名称 実施期間 延人数 実支出額 備考 

  月 日～  月 日 人 円  

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

計     

（注）「備考」欄には、別に作成する領収書等支払資料の整理番号を記載する。 

 

出典：災害救助法による救助の実施について（社施第 99 号厚生省社会局長通知） 

 
災害救助法様式５ 

  



災害救助法 

1-45 （53） 

 

災害救助法様式６ 飲料水の供給簿 

市区町村名：町田市  No  ／   

供給対象箇所の名称 供給期間 実支出額 備考 

 
 月 日～  月 日 円 

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

 
  

 

計  円 
 

（注）「備考」欄は、別に作成する領収書等支払資料の整理番号を記載する。 
 

出典：災害救助法による救助の実施について（社施第 99 号厚生省社会局長通知） 
 

災害救助法様式６ 
  



災害救助法 

1-46 （54） 

災害救助法様式７ 被服、寝具その他生活必需品の給与状況 

市区町村名：町田市 No  ／   

住家被害程度区分 
世帯主 

氏 名 

基礎とな

った世帯

構成人員 

給与月日 

物資給与の品名 

実支出額 備考 

○○ ○○ ・・・ 

   人  月 日    円 
 

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

計 
全壊 世帯 

  
     

半壊 世帯      

（注）１ 住家の被害程度に、全壊（焼）流失又は半壊（焼）床上浸水の別を記入すること。 

２ 受領年月日に、その世帯に対して最後に給与された物資の受領年月日を記入すること。 

３ 「物資給与の品名」欄は、実際に給与した物品名を品名として記載し、各給与数を記入すること。 

４ 「備考」欄は、別に作成する領収書等支払資料の整理番号を記載する。 

 

出典：災害救助法による救助の実施について（社施第 99 号厚生省社会局長通知）                             

災害救助法様式７



災害救助法 

1-47 （55） 

災害救助法様式８ 救護班活動状況 

 

市区町村名：町田市  No  ／   

 

救護班               

 

月日 市区町村名 品目 措置の概要 経費 備考 

    円  

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

計    円  

注）「備考」欄に班の構成、活動期間を記入すること。 

 

出典：災害救助法による救助の実施について（社施第 99 号厚生省社会局長通知） 

災害救助法様式８ 



 

 

1
-
4

8
 
（

5
6

）
 

災害救助法様式９ 病院診療所医療実施状況 

市区町村名：町田市  No  ／   

診療機関名 患者氏名 診療期間 病名 
診療区分 診療報酬点数 

金額 備考 
入院 通院 入院 通院 

  
  月  日    点 点 円 

 

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

計 機関 人     点 点 円 
 

（注）「診療区分」欄は該当欄に○印を記入すること。 

出典：災害救助法による救助の実施について（社施第 99 号厚生省社会局長通知） 
 

災害救助法様式９ 

災
害

救
助

法
 



災害救助法 

1-49 （57） 

災害救助法様式 10 助産台帳 
 

市区町村名：町田市  No  ／   

 

分べん者氏名 
分べん 

日時 
助産機関名 分べん期間 金額 備考 

   
 月 日～ 月 日 円 

 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

計 人 
   

円 
 

出典：災害救助法による救助の実施について（社施第 99 号厚生省社会局長通知） 

 

災害救助法様式 10 

  



災害救助法 

1-50 （58） 

災害救助法様式 11 被災者救出状況記録簿 
市区町村名：町田市  No  ／   

年月日 
救出用機械器具等 

備考 
機械器具等名称 数量 金額 

  年 月 日   円  

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

計   円  

（注）１ 「備考」欄には使用した機械器具の使用用途概略を記載すること。 

２ 他市町村に及んだ場合には、備考欄にその市町村名を記入すること。 

 

出典：災害救助法による救助の実施について（社施第 99 号厚生省社会局長通知） 

災害救助法様式 11 



災害救助法 

1-51 （59） 

災害救助法様式 12 住宅応急修理記録簿 
市区町村名：町田市  No  ／   

整理 

番号 

世帯主 

氏名 
応急修理期間 実支出額 応急修理箇所概要 摘要 

  
月 日～ 月 日 円 

  

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

計 世帯  円 
  

（注）１ 実施に際し、複数の業者が施工した場合にはその旨を摘要欄に記入すること。 

 

出典：災害救助法による救助の実施について（社施第 99 号厚生省社会局長通知） 

 

災害救助法様式 12  



災害救助法 

1-52 （60） 

災害救助法様式 13 生業資金貸付台帳 
市区町村名：町田市  No  ／   

貸付を受けた者 保証人 事業計画

概要 
貸与期間 貸与金額 備考 

住所 氏名 住所 氏名 職業 

       円  

（注）１  「貸与期間」欄は「  年  月  日まで  年  月間」を記入すること。 

   ２  「備考」欄は、償還状況等のてん末を明らかにしておくこと。 

 

出典：災害救助法による救助の実施について（社施第 99 号厚生省社会局長通知） 

 

災害救助法様式 13 

 



 

 

1
-
5

3
 
（

6
1

）
 

災害救助法様式 14 学用品の給与状況 

市区町村名：町田市 No  ／   

学校名 
学 

年 

児童(生徒) 

氏名 

親権者 

氏名 

給与 

月日 

給与品の内訳 

実支出額 備考 
教科書 その他学用品 

国語 算数 理科 社会  
その

他 鉛筆 ノート 
絵の具

セット 
習字セ

ット 
 その他 

                 
 
 

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

小学校 人    
     

 
     

 
 

中学校 人    
     

 
     

 
 

高 校 人    
     

 
     

 
 

（注）１ 当該様式は、小学校、中学校、高等学校等教育機関の別に作成すること。 

２ 支給する学用品の品目については、教科書、文房具、通学用品、その他の学用品の範囲で個々の実情に応じて給与するものである。 

３ 「給与月日」欄は、その児童（生徒）に対して最後に給与した給与年月日を記入する。 

４ 「給与品の内訳」欄には、数量を記入し、「備考」欄には別に作成する領収書等支払資料の整理番号を記載する。 
 

出典：災害救助法による救助の実施について（社施第 99 号厚生省社会局長通知） 
災害救助法様式 14 

災
害

救
助

法
 



 

 

1
-
5

4
 
（

6
2

）
 

災害救助法様式 15 埋葬台帳 

市区町村名：町田市  No  ／   

死亡 

年月日 

埋葬 

年月日 

死亡者 埋葬を行なった者 埋葬費 

備考 
氏名 年齢 

死亡者と 

の関係 
氏名 

棺（附属品 

を含む） 

埋葬又は 

火葬料 
骨箱 計 

年 

月 

日 

年 

月 

日 

    円 円 円 円  

           

           

           

           

           

           

           

           

           

計 
 人         

（注）１ 埋葬を行った者が市長であるときは、遺族の氏名を「備考」欄に記入すること。 

２ 市長が棺、骨箱等を現物で給与したときは、その旨を「備考」欄に明らかにすること。 

３ 埋葬を行った者に埋葬費を支給したときは、その旨及び金額を「備考」欄に記入すること。 

 

出典：災害救助法による救助の実施について（社施第 99 号厚生省社会局長通知） 

災害救助法様式 15 

災
害

救
助

法
 



 

 

1
-
5

5
 
（

6
3

）
 

災害救助法様式 16 死体処理台帳 

市区町村名：町田市  No  ／   

処理 

年月日 

死体発見 

の日時及び場所 
死亡者氏名 

遺族 洗浄等の処理 
死体の 

一時保存 
検案料 実支出額 備考 

氏名 
死亡者と

の関係 
品名 数量 金額 

       円 円 円 円  

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

計  人     円 円 円 円  

出典：災害救助法による救助の実施について（社施第 99 号厚生省社会局長通知） 
 

災害救助法様式 16 

災
害

救
助

法
 



災害救助法 

1-56 （64） 

災害救助法様式 17 障害物除去の状況 
 

市区町村名：町田市  No  ／   

 

整理 

番号 
住家被害程度区分 除去に要した期間 実支出額 

除去に要すべき 

状態の概要 
備考 

  
月 日～ 月 日 円 

  

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

計 

半壊 

（焼） 
世帯 

 
 
  

床上 

浸水 世帯 
 

 
  

（注）１ 除去に際し、複数の業者が施工した場合はその旨を備考欄に記入すること。 

 

出典：災害救助法による救助の実施について（社施第 99 号厚生省社会局長通知） 

 

災害救助法様式 17 

 



 

 

1
-
5

7
 
（

6
5

）
 

災害救助法様式 18の１ 輸送記録簿 

市区町村名：町田市  No  ／   

輸送月日 目的 
輸送区間 

（距離） 

借上等 修繕 

燃料費 実支出額 備考 使用車両等 
金額 

故障車両等 修繕 

月日 
修繕費 故障の概要 

種類 台数 名称番号 所有者氏名 

 月 日     円    月 日 円  円 円  

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

計 
   台 円    円  円 円  

（注）１ 「目的」欄は主たる目的（又は救助の種類名）を記入すること。         ４ 借上等の「金額」欄には、運送費又は車両等の借上費を記入する 

２ 都道府県又は市区町村の車両による場合は「備考」欄に車両番号を記入すること。  こと。 

３ 借上車両等による場合は、有償無償を問わず記入すること。           ５ 「故障の概要」欄には、故障の原因及び故障箇所を記入すること。 
 

出典：災害救助法による救助の実施について（社施第 99 号厚生省社会局長通知） 
災害救助法様式 18 

  

災
害

救
助

法
 



 

 

1
-
5

8
 
（

6
6

）
 

災害救助法様式 18の２ 賃金職員雇上台帳 

市区町村名：町田市  No  ／   

自治体名 担当部局 担当者名 電話番号      

         

従事した救助 氏名 雇上期間 
日当 時間外勤務手当 

手当 移動旅費 支給額 備考 
日数 単価 合計 時間 単価 合計 

例）応急修理 

  窓口対応 
○○○○○ 

R1.10.1から 

R1.11.30 まで 
61 9,300 567,300 40 1,300 52,000 900 5,000 625,200 手当は、○○手当 

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

計     人            

 

  

災
害

救
助

法
 



 

 

1
-
5

9
 
（

6
7

）
 

（実費弁償） 

災害救助法様式 19 （１）令第４条第１号から第４号までに規定する者の従事状況 

 

市区町村名：町田市  No  ／   

職種 
従業員数 従事場所（市

区町村） 
従事期間 

実支出額 算定基準による
算定額 

備考 
実人員 延人員 日当 旅費 時間外勤務手当 計 

 

・医師 

・歯科医師 

・薬剤師 

人 人   円 円 円 円 円 
 

・保健師 

・助産師 

・看護師 

・准看護師 

         
 

・診療放射線技師 

・臨床検査技師 

・臨床工学技士 

・救急救命士又は 

歯科衛生士 

         
 

・土木技術者 

・建築技術者 

         
 

・大工 

・左官又はとび職 

         
 

計           

（注）「備考」欄には、従事者が従事した業務の内容について記入すること。 
出典：災害救助法による救助の実施について（社施第 99 号厚生省社会局長通知） 

 
災害救助法様式 19 

  

災
害

救
助

法
 



 

 

1
-
6

0
 
（

6
8

）
 

災害救助法様式 20 （２）令第４条第５号から第 10号までに規定する者の従事状況 

 

市区町村名：町田市  No  ／   

業者 従事者 
従事場所（市区町村） 従事期間 実支出額 備考 

業種 数 実人員 延人員 

 

土木又は建築業者 

及び 

これらの者の従業者 

 

人 人   円  

鉄道事業者 

及びその従業者 
 

      

軌道経営者 

及びその従業者 
 

      

自動車運送事業者 

及びその従業者 
 

      

船舶運送業者 

及びその従業者 
 

      

港湾運送業者 

及びその従業者 
 

      

計        

（注）「備考」欄には、従事者が従事した業務の内容について記入すること。 
出典：災害救助法による救助の実施について（社施第 99 号厚生省社会局長通知） 

 
災害救助法様式 20 

 

災
害

救
助

法
 



災害救助法 

1-61 （69） 

災害救助法様式 21 （３）扶助金の支給状況 
 

市区町村名：町田市  No  ／   

 

扶助金種類 件数 実支出額 積算基礎 備考 

  円   

計     

（注）１ 「積算基礎」欄には支給基礎額及び支給額の積算基礎等を記入すること。 

２ 「備考」欄には、扶助金の支給を必要とした原因等の概要を記入すること。 

 

出典：災害救助法による救助の実施について（社施第 99 号厚生省社会局長通知） 

 

災害救助法様式 21 

  



災害救助法 

1-62 （70） 

災害救助法様式 22 （４）損失補償費の状況 
 

市区町村名：町田市  No  ／   

 

種類 実支出額 積算基礎 備考 

 円   

計    

（注）１ 「種類」欄には、法第５条の管理、使用、保管および収容の別に区分して記入すること。 

２ 「基礎積算」欄には、損失補償の額の積算基礎を記入すること。 

３ 「備考」欄には、損失補償の概要を記入すること。 

 

出典：災害救助法による救助の実施について（社施第 99 号厚生省社会局長通知） 

 

災害救助法様式 22 

  



災害救助法 

1-63 （71） 

災害救助法様式 23 法第 19条の補償費の状況 
 

市区町村名：町田市  No  ／   

区分 
実支出額 

備考 
員数 単価 金額 

１ 人 件 費  円 円  

(1)旅 費 

(2)役 務 費 

(3)時間外勤務手当 

及び深夜手当 

２ 救 護 所 設 置 費 

(1)救 護 器 材 費 

(2)消 耗 器 材 費 

(3)借 上 料 損 料 

３ 救 護 諸 費 

(1)薬 剤 

(2)治 療 材 料 

(3)医療器具破損料 

(4)衛 生 材 料 

(5)死体の処理費 

(6)そ の 他 

４ 輸 送 費 

５ 賃金職員等雇上費 

６ そ の 他 の 費 用 

７ 扶 助 金 

(1)療 養 扶 助 金 

(2)休 業 扶 助 金 

(3)障 害 扶 助 金 

(4)遺 族 扶 助 金 

(5)葬 祭 扶 助 金 

(6)打 切 扶 助 金 

８ 事 務 費 

(1)消 耗 品 費 

(2)通 信 運 搬 費 

(3)そ の 他 

計 
    

（注）「区分」の欄には、適宜必要な欄を設けて費目別に記入すること。 

 

出典：災害救助法による救助の実施について（社施第 99 号厚生省社会局長通知） 

災害救助法様式 23
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行 方 不 明 者 届 出 票 
 

受付番号： 受付者氏名： 

氏 

名 
 

性 

別 
 

生 

ま 

れ 

    年  月  日   歳 

本 

 

籍 

 届 出 人         

（氏 名） 

 

 

 

（住 所） 

 

 

 

（連絡先） 

 

 

 

現 

住 

所 

 

識別事項（着衣、所持品、身長、体格その他特徴等） 

 



 

 

1
-
6

5
 
（

7
3

）
 

要 捜 索 者 名 簿 
                                                                                                                                    №         

整理 

番号 

 

届出月日 

要   捜   索   者 届   出   者  

備   考 
住      所 氏    名 年齢 性別 

身長 

(㎝) 

体重 

(㎏) 
着衣その他の特徴 住    所 氏   名 

要捜索者 

との関係 

 

 月 日 

           

 

 月 日 

           

 

 月 日 

           

 

 月 日 

           

 

 月 日 

           

 

 月 日 

           

 

 月 日 

           

 

 月 日 

           

 

 月 日 

           

 

 月 日 

           

 

行
方

不
明

者
捜

索
 



 

 

1
-
6

6
 
（

7
4

）
 

避 難 者 名 簿 

１．この避難施設に避難した方について記入して下さい。 

 自主防災組織名（自治会名）               

住 所 町田市 世帯主  避難施設体育館・  年  組教室（        ） 

避難者氏名 続柄 性別 年齢 勤務先・在学校（園）名 
心配な病気や障害、介護の状況 

妊婦・乳児・透析・喘息等 
現在の症状等 備 考 

     有 病名・障害・要介護度の状況 

無 

発熱・重傷・軽傷  

     有 病名・障害・要介護度の状況 

無 

発熱・重傷・軽傷  

     有 病名・障害・要介護度の状況 

無 

発熱・重傷・軽傷  

     有 病名・障害・要介護度の状況 

無 

発熱・重傷・軽傷  

     有 病名・障害・要介護度の状況 

無 

発熱・重傷・軽傷  

     有 病名・障害・要介護度の状況 

無 

発熱・重傷・軽傷  

                                    ◎妊婦    週（月）      ◎乳児    ケ月   

２．同居の家族で、この避難施設に避難していない方（他の避難施設に避難、所在不明等）を記入して下さい。 

氏 名 続柄 性別 年齢 備 考 氏 名 続柄 性別 年齢 備 考 

                                                

          

３．家の状況 

家屋の倒壊  （全壊・大規模半壊・半壊・一部損壊） 火   災  （全焼・半焼・一部損焼） 

浸   水  （床上・床下）  

ライフラインの損壊  （電気・ガス・水道・下水・            ） 

その他の状況  
 
入所日    月    日 ～ 退所日    月    日 退所先  

男 

 

 

女 

 

 

計 

 

 

 

避
難

施
設

運
営

 

（同居している家族の単位で記入して下さい。） 
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簡易・避難者登録票 
 
 

 
 
 

出典：町田市町内会・自治会連合会避難施設運営モデルマニュアル 様式集 
 
 

簡易・避難者登録票 係記入欄 簡易・避難者登録票 係記入欄

下表１～６を記入し、提出して下さい。 下表１～６を記入し、提出して下さい。

1 登録年月日 　　20　　　年　　　月　　　日 1 登録年月日 　　20　　　年　　　月　　　日

住　所 住　所
（町田市・その他） （町田市・その他）

4 家族等代表者名 4 家族等代表者名

男性 女性 合計 男性 女性 合計

要配慮者 いない 要配慮者 いない

（該当を〇で囲む） （該当を〇で囲む）

簡易・避難者登録票 係記入欄 簡易・避難者登録票 係記入欄

下表１～６を記入し、提出して下さい。 下表１～６を記入し、提出して下さい。

1 登録年月日 　　20　　　年　　　月　　　日 1 登録年月日 　　20　　　年　　　月　　　日

住　所 住　所
（町田市・その他） （町田市・その他）

4 家族等代表者名 4 家族等代表者名

男性 女性 合計 男性 女性 合計

要配慮者 いない 要配慮者 いない

（該当を〇で囲む） （該当を〇で囲む）

（該当は 〇で囲む）
町内会等の名2

未加入者

5

3

人　数

6

2 町内会等の名
未加入者

（該当は 〇で囲む）

傷病者・障がい者・高齢者・妊産婦・乳幼児

状態他の説明

5 人　数

6
傷病者・障がい者・高齢者・妊産婦・乳幼児

状態他の説明

3

2 町内会等の名
未加入者

（該当は 〇で囲む）

5 人　数

6
傷病者・障がい者・高齢者・妊産婦・乳幼児

状態他の説明

3

2 町内会等の名
未加入者

（該当は 〇で囲む）

5 人　数

6
傷病者・障がい者・高齢者・妊産婦・乳幼児

状態他の説明

3



 

 

1
-
6

8
 
（

7
6

）
 

避 難 者 台 帳 

災 害 名  避難施設名  作 成 者 
                班 

氏 名 
№ 

 

番 号 避 難 期 間 氏   名 性 別 年 齢 

世 帯 主 

と  の 

続  柄 

介護保険認定 

の 有 無 と 

障がい等級 

現  住  所 
離散家族氏名 

（続柄） 
事 後 消 息 備   考 

   月  日～          

   月  日          

   月  日～          

   月  日          

   月  日～          

   月  日          

   月  日～          

   月  日          

   月  日～          

   月  日          

   月  日～          

   月  日          

   月  日～          

   月  日          

   月  日～          

   月  日          

   月  日～          

   月  日          

   月  日～          

   月  日          

（注１）「離散家族氏名(続柄)」欄には、避難によって生き別れとなった者の氏名を記入すること。 

（注２）「事後消息欄」には、避難施設出所後の行先を記入すること。 

（注３）「備考」欄には、市民以外の者の所用（業務、旅行ほか）等を記入すること 

避
難

施
設

運
営

 



 

 

 

1
-
6

9
 
（

7
7

）
 

二 次 避 難 者 名 簿 

一次避難施設等 

日  付 

 

月   日 

 二次避難施設 

移 送 日 

 

月   日 

 退 所 先 

日  付 

 

月   日 

 

ﾌﾘｶﾞﾅ 

氏 名 
 

性 別 

男・女 

年齢 

     才 
住 所 町田市 

二次避難施設への移送理由（該当に○）複数可 

 障がい児・者 

高齢者 

乳幼児（０才～就学前） 

妊産婦 

病人・難病者 

怪我人 

介護度 

障がい支援区分 

その他 

対応の必要な障がい名・病名等及びその症状を具体的に 

 

 

 

 

 

※呼吸器系の疾病（喘息・          ） 

必要な物資及び配慮 

 ※座位の可否・車椅子使用 

食 事 

経管栄養・粥状・きざみ・その他 

食事の際に必要な援助など 

※アレルギー等あれば記入 

バ

イ

タ

ル

サ

イ

ン   

発 熱  
 

脈 拍  

呼 吸  排 泄  おむつ・尿器・差し込み便器・カテーテル 

意 識  排泄の際に必要な援助など 

むくみ  

その他  

 

付添家族 

氏 

名 
 続柄 

男 

女 

年齢 

   才 

氏 

名 
 続柄 

男 

女 

年齢 

   才 

 避難先 

 

 

    階     室 
氏 

名 
 続柄 

男 

女 

年齢 

   才 

氏 

名 
 続柄 

男 

女 

年齢 

   才 

 

避
難

施
設

運
営
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避難施設状況報告書 

 報告日時          月     日          時     分 

 避難施設  報 告 者 

（状 況） 

（緊急要請事項） 

  男 女 

避 難 者 数 
  

内訳 

乳     児 

幼     児 

児 童 生 徒 

高  齢  者 

  

教  職  員   

市  職  員   
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○○学校 避難施設開設・運営マニュアル 

 

１ 目的 

このマニュアルは、地震等の大規模災害発生時に○○学校を避難施設として活用するにあたり、

町田市、○○学校及び地域の自主防災組織等が連携し、円滑な開設・運営を行うために策定する。 

 

２ 方針 

避難施設の円滑な開設・運営に資するために「○○学校避難施設運営委員会」を組織し、運営要

綱を策定するとともに、災害発生時の避難施設の開設・運営に当たる。 

 

３ 避難施設運営委員会 

避難施設運営委員は、町田市避難施設指定職員（以下「指定職員」という。）、○○学校教職員及

び下記の自主防災組織（町内会・自治会等）により構成する。 

○委 員 長：○△□町内会自主防災隊代表者 

○副委員長：□○△自治会自主防災隊代表者 

○委  員：町田市避難施設指定職員及び下記自主防災隊から各２名を選出する 

・○△□町内会自主防災隊  ・□○△自治会自主防災隊 

・▲●◆町内会自主防災隊  ・◆●▲管理組合自主防災隊 

※委員長が不在の場合は、副委員長が委員長を代行する。 

※委員については、必要に応じて委員長の判断で上記以外の者を加えることができる。 

 

４ 運営要綱 

⑴ 避難施設開設担当 

避難施設開設は、自主防災組織、指定職員及び○○学校（施設管理者）が協力し行う。 

 

⑵ 避難施設開設手順 

① 施設の開錠 

・ 夜間休日等における○○学校の門、避難施設を開設する体育館及び防災倉庫の開錠は△△

が行う。 

・ あらかじめ指定された教室等を避難施設として開放する場合の校舎の開錠は、原則として

○○学校教職員が行う。 

なお、避難施設として使用する教室等の状況は、別図のとおりとする。 

 

② 施設の安全確認 

学校教職員又は指定職員は、避難施設運営委員（避難者）の協力を得て施設の安全確認を行

う。 

避難者は、施設の安全確認が終了するまで校庭等の安全な場所で待機する。 

 

③ 避難者の受入準備 

学校教職員、指定職員及び避難施設運営委員（避難者）は、施設の安全確認終了後、必要に

応じて片付け・清掃を行う。集まってきた避難者はその間、原則グラウンドに待機する。（天候

状況等に応じて柔軟に対応すること。） 

グラウンドに待機している避難者数を把握し、必要となる収容スペースの確保及び割り当て

を行う。 

※避難者数の把握は、避難施設運営委員の協力を得て、各自主防災組織等ごとに把握するなど

効率的に行えるよう配慮する。 

 

④ 避難者の誘導 

学校教職員及び指定職員の指示のもと、あらかじめ定められた施設利用の優先順位等に従っ

て、順次避難者を、グラウンドから施設内へ誘導する。 

また、誘導にあたっては、高齢者・障がい者・妊産婦等を優先させるなど配慮を行う。 
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※避難施設に収容する前に、各避難者の自宅の被害程度を確認し、自宅で生活可能な避難者に

ついては可能な限り自宅で生活するよう説明する。 

○ 収容スペースの割り当ては、地区（自主防災組織・町内会・自治会 等）を考慮して行

う。 

○ 割り当ての表示は、床面の色テープや掲示板等によりわかりやすくする。 

○ 避難施設収容スペースは、３．３㎡に２人を基準に割り当てる。 

※但し、避難者数の減少等に伴い、避難施設の過密化が解消されてきた際には、1 世帯あた

り 4 ㎡を目安に見直すものとする。 

 

⑤ 避難者名簿の作成 

避難施設への誘導後、学校教職員又は指定職員は防災倉庫内に保管してある「簡易・避難者

登録票」、「避難者名簿」の用紙を取り出し、避難者へ世帯ごとに記入するよう指示する。 

なお、受付では「簡易・避難者登録票」の記入のみとし、「避難者名簿」への記入は収容ス

ペース内にて行うものとするなど、受付時の混雑を避けるよう努める。 

また、避難者名簿の作成とあわせて、避難者から地域の被害状況に関する情報を収集する。 

 

⑥ 避難施設内事務所の開設 

避難施設内に事務所（本部）を開設し、常に要員（学校教職員・指定職員・避難施設運営委

員 等）を配置するとともに、避難者名簿及び必要となる事務用品・資機材を準備しておく。 

 

⑦ 避難施設開設の報告 

避難施設を開設した場合は、指定職員が、情報統括班（町田市役所）に対して、防災システ

ム・防災行政無線・伝令等により以下の内容について報告する。 

ア 避難施設開設日時 

イ 避難者数及び被害状況 

ウ その他必要な事項 

※電話等の通信手段が使えない場合は、市役所本庁舎又は○○市民センターへ伝令等により直

接情報連絡を行う。 

 

⑶ 避難施設の運営 

① 避難施設運営会議 

避難施設の運営に関する調整を図るため、避難施設運営委員を中心に避難施設運営会議を実

施し、以下の事項について調整を行う。 

ア 避難施設運営上必要となる役割分担について 

イ 避難施設内のルールについて 

ウ その他必要な事項について 

 

② 避難施設における活動 

避難施設における以下の活動について、避難施設運営委員及び自主防災組織の各班（本部

班・情報班・給食給水班・避難誘導班・救出救護班）のリーダーなどを中心に避難者相互の協

力のもとに行う。 

ア 発災当初からの活動 

・ 本部・情報 （必要な情報の収集・伝達・広報） 

・ 避難誘導  （避難者の状況確認、避難者名簿の記入・確認） 

・ 救出救護  （近隣の救助事象の対応、負傷などの救護） 

イ 避難施設開設以降の活動 

・ 給食・給水 （水の確保・ 給水、炊き出し、物資受入れ等） 

・ 衛生管理  （避難施設内の清掃等の衛生管理） 
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※○○学校における、各活動への人員配置計画は、指定職員等のほか下記を基本とする。 

ア 本部・情報  各自主防災組織の本部班及び情報班 

イ 避難誘導   各自主防災組織の避難誘導班 

ウ 救出救護   各自主防災組織の救出救護班 

エ 給食・給水  各自主防災組織の給食・給水班 

オ 衛生管理   各自主防災組織の避難誘導班、救出救護班等の初期段階での活動が終

了した班で分担する。 

※上記役割の他、必要に応じて役割を創設する。 

 

③ 各活動場所及び資機材等の配置は原則として以下による。 

ア 避難施設運営会議      ○○会議室 

イ 給水            応急給水栓 

ウ 炊き出し          非常用発電機付近 

エ 情報連絡場所（掲示板等）  体育館入り口付近 

オ トイレ設置場所       体育館○側 

カ 同行避難ペット管理場所   校庭○側 

※活動場所及び資機材等の配置について不都合が生じた場合、また、上記以外の必要な事項に

ついては、その都度避難施設運営会議等により変更・決定を行う。 

 

④ その他確認事項 

ア 徒歩による避難を原則とし、学校敷地内への車両の乗り入れは禁止する（応援物資搬送車

両を除く） 

イ 体育館、校舎等の屋内は、原則として土足厳禁とする。 

ウ 同行避難ペットについては、飼い主の責任において管理する。（盲導犬・介助犬を除く） 

エ 学校敷地内は禁煙とする。 

オ トイレは使用しないものとする。 

 

５ 収容可能人員数（3.3 ㎡に２人） 

場所 面積 収容人数 

【第一段階】 

体育館 
○○○㎡ ○○○人 

【第二段階】 

１階：○○室、○○室 
○○○㎡ ○○○人 

計 ○,○○○㎡ ○○○人 
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目視による安全チェック表 

 
 

 



緊急通行・道路啓開 
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緊急通行車両確認申出書 
 

 

  

別記様式第３（第６条関係）

年 月 日

東京都公安委員会　殿

・ 災害対策基本法

・ 原子力災害法

・ 国民保護措置法

( ) 局 番

( ) 局 番

国民保護措置法用

備考　用紙は、日本産業規格Ａ４とする。

備考

□ 災害対策基本法用 □ 原子力災害対策法用 □

緊急
連絡先

住所

氏名

活動地域

車両の
使用者

住所

氏名又
は名称

氏名

番号標に表示さ
れている番号

　車両の用途（緊
　急輸送を行う車
　両にあっては、
　輸送人員又は品
　名）

緊急通行車両確認申出書

申出者 住所

取扱所属（
署
課
隊

）

令和
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緊急通行車両確認証明書 

   第    号 

 年    月    日 

 緊 急 通 行 車 両 確 認 証 明 書 

 公安委員会  印 

 番号標に表示されてい

る番号 

 

 
車両の用途（緊急輸送

を行う車両にあって

は、輸送人員又は品名） 

 

  

  

 
活 動 地 域 

 

 

車 両 の 

使 用 者 

住所 

 

 

 

（   ）    局   番 

 
氏名又

は名称 

 

 
有 効 期 限 

 

 
備 考 

 

備考  用紙は、日本産業規格 A4 とする 

 

緊急通行車両通行標章 

備 考 

１ 色彩は、記号を黄色、縁及び「緊急」の文字を赤色、「登録（車両）番号」、「有効期限」、「年月日」

の文字を黒色、「登録（車両）番号」並びに「年月日」を表示する部分を白色、地を銀色とする。 

２ 記号の部分に、表面の画像が光の反射角度に応じて変化する措置を施すものとする。 

３ 図示の長さの単位はセンチメートルとする。 
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緊急通行車両以外の車両通行止標示 

 

規制除外車両の事前届出ができる車両 

 規制除外車両として事前届出ができるのは、以下１から６までのいずれかの車両に限定

されます。 

１．医師・歯科医師、医療機関等が使用する車両（自宅から勤務地への通勤利用を除く。） 

２．医薬品、医療機器、医療用資材等を輸送する当該企業が使用する車両 

３．患者等を搬送する車両（ストレッチャー又は車椅子等を固定して搬送可能な車両） 

４．建設用重機 

５．道路啓開作業車両 

６．重機輸送用車両（建設用重機と同一の使用者に限る。） 

（注記）東京都内に使用の本拠を有する車両が対象となります。 

備 考 

１．色彩は、文字、縁線及び区分

線を青色、斜めの帯及び枠を赤

色、地を白色とする。 

２．縁線及び区分線の太さは、 

１センチメートルとする。 

３．図示の長さの単位は、センチ

メートルとする。 

４．道路の形状又は交通の状況に

より特別の必要がある場合に

あっては、図示の寸法の２倍ま

で拡大し、又は図示の寸法の２

分の１まで縮小することがで

きる。 



 

 

1
-
7

8
 
（

8
6

）
 

規制除外車両等事前届出書 

 

規制除外車両等事前届出済証 

 

□ □ 第 号

□ □

□ □

年 月 日

年 月 日

備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。

活 動 地 域

※　この事前届出書を作成して、当該車両を使用して行う業務の内容を疎
　明する書類等を添付の上、車両の使用の本拠の位置を管轄する警察署に
　提出してください。

電 話 番 号

使 用 責 任 者 役 職

氏 名

番 号 標 に 表 示
さ れ て い る 番 号 備　　　　考

車両の用途（緊急輸
送を行う車両にあっ
ては、輸送人員又は
品 名 ）

(注)１　災害対策基本法、原子力災害対策特別措置法又は武力攻撃事
　　　態等における国民の保護のための措置に関する法律に基づく交
　　　通規制が行われた場合には、この届出済証を最寄りの警察署、
　　　交通機動隊、高速道路交通警察隊、交通検問所又は警視庁本部
　　　(交通規制課)に提出して所要の手続を受けてください。
２　届出内容に変更が生じ、又はこの届出済証を亡失し､滅失し､
　　　汚損し、若しくは破損した場合には、東京都公安委員会（届出
　　　をした警察署経由）に届け出て再交付を受けてください。
３　次に該当するときは、本届出済証を返納してください。
　　 ⑴ 規制除外車両に該当しなくなったとき。
　　 ⑵ 規制除外車両が廃車となったとき。
　　 ⑶ その他規制除外車両としての必要性がなくなったとき。

使 用 者 機 関 名

所 在 地

電 話 番 号

取 扱 責 任 者 役職

氏 名

東京都公安委員会殿 令和

申 請 機 関 名
東京都公安委員会

所 在 地

国 民 保 護 措 置 用 国 民 保 護 措 置 用

規制除外車両等事前届出書 規制除外車両等事前届出済証

令和 左記のとおり事前届出を受けたことを証する。

災 害
応急対策用

災 害
応急対策用

原 子 力 災 害 原 子 力 災 害

別記様式第３

整理番号（
署
課 号）

緊
急

通
行

・
道

路
啓

開
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物 品 受 け 払 い 簿（集積所用） 

 

 
 集積場所 

 
 品  名  単位呼称 

 
受取 

払出 

 

日 

 

納入元 受入数 払出数 現在数 払い出し先等 
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物 品 受 け 払 い 簿（避難施設用） 
 

 
 避難施設 

 
受取 

払出 

 

日 

 

品 名 受入数 払出数 現在数 扱 者 備考（払出先） 
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災害義援金品領収書 

 

 

災 害 義 援 金 品 領 収 書 

 

                                                                 No.        

 

 

               金 額 ￥                      

 

 
品      名 数  量 

  

     

     

     

     

 

    以上のとおり受領致しました。 

    ご好意に厚く御礼申し上げます。 

 

 

                                                      年   月   日 

 

 

                    様 

 

 

                                                町田市災害対策本部長 

                                                町田市長           印 
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罹 災 台 帳 
 

 
申請者住所  

被災建物  

世帯主氏名又は 

事業所名・代表者名 

世帯主氏名  連絡先 
 

事業所名  

代表者名  連絡先 
 

罹災世帯

の構成員 

氏名 続柄 性別 生年月日   

     

     

     

     

     

     

     

罹災日時       年   月   日 時 頃  

罹災原因 □地震  □水害  □その他(                ) 

建物の 

用途 

□ 1.住宅 
□ 1.住家のみの一戸建て    □ 2.アパート等共同住宅 

□ 3.事業所併用建物の住居部分 

□ 2.非住宅 
□ 1.事務所  □ 2.店舗  □ 3.工場 

□ 4.倉庫    □ 5.その他(               ) 

罹災状況 被害の程度 

１次調査 再調査 

□ 1.全壊 □ 1.全壊 

□ 2.大規模半壊 □ 2.大規模半壊 

□ 3.中規模半壊 □ 3.中規模半壊 

□ 4.半壊 □ 4.半壊 

□ 5.一部損壊(準半壊) □ 5.一部損壊(準半壊) 

□ 6.一部損壊(10%未満) □ 6.一部損壊(10%未満) 

□ 7.床上浸水 □ 7.床上浸水 

□ 8.床下浸水 □ 8.床下浸水 

備考・ 

特記事項  

１次調査日    年  月  日 再調査日   年  月  日  

証明書発行    年  月  日 証明書再発行   年  月  日 被害届出証明書発行  

調査員   調査員   整理番号  
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罹災証明書交付申請書 
申請日     年  月  日 

 

 

  

 

罹災証明書交付申請書 
 

申 請 者 

 

住 所 

 

 

 

 

 ふ り が な 

氏    名  

(事業所名･代表者) 

 罹災者 

との関係 
 

電話番号  

罹 災 家 屋 

所 在 地 
 町田市 

罹災者氏名 

※罹災家屋の所有者名もしくは借主名 

 

 

 

罹災者区分 
□㋐家屋の所有者 兼 居住者  □㋑家屋の居住者（借家） 

□㋒家屋の所有者（居住地は別） □㋓その他（           ） 

日 時 年   月   日 （   時頃） 

原 因 □暴風 □豪雨 □豪雪 □洪水 □地震 □その他（       ） 

状 況 

※被害の内容や範囲を記載してください。（例）玄関上の屋根の瓦が一部剥がれた。 

 

 

 

 

 

世 帯 の 

 

構 成 員 

 

＊罹災者区分が㋒ 

の場合は記載不要 

氏  名 続柄 生 年 月 日 

 世帯主     年   月   日 

      年   月   日 

      年   月   日 

      年   月   日 

     年   月   日 

      年   月   日 

 

自 己 判 定 方 式 に 係 る 

罹 災 者 同 意 欄 

（ 希 望 す る 場 合 ） 

 

□罹災者は下記の事項に同意のうえ、自己判定方式を希望します。 

 

● 罹災者が撮影した家屋の被害箇所の写真等を本申請書に添付するこ

とにより、現地調査を省略します。 

● 罹災証明書における住家の被害の程度は、「準半壊に至らない（一部

損壊）」になります。 
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（整理番号） 

罹 災 証 明 書 
 年  月  日 

世帯主住所   

世帯主氏名   

追
加
記
載
事
項
① 

 被災者区分： 

世帯構成員： 

  

 構成員氏名 続柄 年齢 構成員氏名 続柄 年齢   

        

        

        

        

        

        

 

罹災原因 
 

 

被災住家※の所在地  

住家※の被害の程度  

追加記載事項②  

※住家とは、現実に居住（世帯が生活の本拠として日常的に使用していることをいう。）のために使用

している建物のこと。（被災者生活再建支援金や災害救助法による住宅の応急修理等の対象となる住家） 

 

追加記載事項③   

 

上記のとおり、相違ないことを証明します。 

 

 年  月  日 

 

町田市長 
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＜基礎＞ 構成比10％ ＜屋根＞ 構成比15％

損傷率＝ 損傷率＝

　1.35m/13.5m＝10％ 　25%（程度Ⅱ）×4/10＝10%
・ひび割れの集中（２つのひび割れの間隔は0.35ｍ） ・棟瓦のずれ、破損、落下が著しいが、その他の瓦の損傷は少ない。

損害割合＝損傷率×構成比＝１％ 損害割合＝損傷率×構成比＝１.5％

損傷率＝ 損傷率＝

　（1＋1.7）m/13.5m＝20％ 　25%（程度Ⅱ）×8/10＝20%
・ひび割れと、ひび割れの集中（２つのひび割れの間隔は0.7ｍ） ・棟瓦のずれ、破損、落下が著しいが、その他の瓦の損傷は少ない。

損害割合＝損傷率×構成比＝２％ 損害割合＝損傷率×構成比＝３％

損傷率＝ 損傷率＝

　（1＋3.4＋1）m/13.5m＝40％ 　50%（程度Ⅲ）×8/10＝40%
　・ひび割れの集中、剥落が生じている。

損害割合＝損傷率×構成比＝４％

損害割合＝損傷率×構成比＝６％

損傷率＝ 損傷率＝

　（3＋4.1＋1）ｍ/13.5m＝60％ 　100%（程度Ⅴ）×6/10＝60%
　・ひび割れの集中、剥落が生じている。

損害割合＝損傷率×構成比＝６％

損害割合＝損傷率×構成比＝９％

損傷率＝ 損傷率＝

　（3＋7）ｍ/13.5m＝74％ 　100%（程度Ⅴ）×10/10＝100%
　・ひび割れの集中、剥落が生じている。

損害割合＝損傷率×構成比＝７％

損害割合＝損傷率×構成比＝１５％

損害割合　４％ 損害割合　６％

損害割合　１％ 損害割合　２％

損害割合　２％ 損害割合　３％

・棟瓦が全面的にずれ、破損あるいは落下している。　棟瓦以外の瓦のずれも著しい。

損害割合　６％ 損害割合　９％

・小屋組の損傷が著しく、葺材の大部分が損傷を受けている。　屋根仕上面全面にわ

たって不陸、亀裂、剥落が見られる。

損害割合　７％ 損害割合　１５％

・小屋組の損傷が著しく、葺材の大部分が損傷を受けている。　屋根仕上面全面にわ

たって不陸、亀裂、剥落が見られる。

9m

1.35m
4.5m

9m
1.7m4.5m

9m4.5m

9m4.5m

1m

3.4m
１m1m

7m3m

9m4.5m

4.1m
１m3m

＜壁＞ 構成比75％

損傷率＝ 損傷率＝

　25%（程度Ⅱ）×8/20＝10％ 　75%（程度Ⅳ）×16/20＝60％

　・仕上の剥離が生じている。
損害割合＝損傷率×構成比＝7.5％ 　　　　　　　　　　　　　　　　　

損害割合＝損傷率×構成比＝４５％

下地材にひび割れが生じている。（程度Ⅳ）

損傷率＝ 損傷率＝

　50%（程度Ⅲ）×8/20＝20％ 　100%（程度Ⅴ）×20/20＝100％

　・仕上材が脱落している。
損害割合＝損傷率×構成比＝15％

損害割合＝損傷率×構成比＝７５％

仕上材が脱落している。（程度Ⅲ）

下地材に破損が生じている。（程度Ⅴ）

損傷率

　50%（程度Ⅲ）×4/20＝10％

　・仕上材が脱落している。
　75%（程度Ⅳ）×8/20＝30％

損害割合＝損傷率×構成比＝３０％

仕上材が脱落している。（程度Ⅲ）

下地材にひび割れが生じている。（程度Ⅳ）

　・仕上材が脱落しており、下地材に破損
　　が生じている。

損害割合　３０％

　・仕上材が脱落しており、下地材
 　 にひび割れが生じている。

損害割合　８％ 損害割合　４５％

　・仕上材が脱落しており、下地材にひび
　　割れが生じている。

損害割合　１５％ 損害割合　７５％

40%
い取扱の場合している脱落が仕上材※

壁の仕上材が脱落している場合、下地材
の損傷状況により、当該部分の損傷程度が
以下のとおり異なることに留意して下さい。

%)50Ⅲ(程度⇒なし損傷

%)75Ⅳ(程度⇒れあり割ひび
%)100Ⅴ(程度⇒あり破損

①
② ③

④ ⑩
⑫

⑥

⑤
⑦

⑧ ⑨

⑪ ⑬

⑭

⑮

⑯

⑰

⑱

⑲ ⑳

＊損傷面積の考え方

被害家屋損害割合判定表 

 家屋被害の判定は、内閣府が示す「住家被害認定調査票」を用いて実施する。本頁では、住家被害認

定調査のうち損害割合の考え方を示すものとして、木造・プレハブ家屋の地震被害における損害割合

のイメージを示す。水害・風害時の判定方法、非木造家屋の判定については、それぞれの調査票を用

いて実施する。 

住家被害認定調査（地震：木造・プレハブ_第 1 次Ｂ） 損害割合イメージ図 

本資料では、各イメージ図において、描かれていない他の２面が、概ね同等の損傷状況である前提で、損害割合を算定してい

る。住家の各面において損傷状況が異なる住家について、イメージ図を参考に損害割合の判定を行う際には、各面の面積を考

慮して判定する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：内閣府 住家被害認定調査票（地震）木造・プレハブ  
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被害届出兼証明願 

 

 

 

被 害 届 出 兼 証 明 願 
 

 

 

願 出 者 

 

住 所 

 

 

 

 

 氏      名  

(事業所名･代表者) 
 

 ＴＥＬ 

（   ） 

被害世帯の 

 

構 成 員 

氏  名 続柄 生年月日 人的被害の有無 

 世帯主  無・有（死亡・重傷・軽傷） 

   無・有（死亡・重傷・軽傷） 

   無・有（死亡・重傷・軽傷） 

   無・有（死亡・重傷・軽傷） 

被 害 場 所  

被 害 日 時            年   月   日 （   時   分頃） 

被 害 原 因 
強風・大雨・大雪・洪水・地震・爆発（          ） 

放射性物質の放出・その他（               ） 

被 害 の 

状 況 
 

使 用 目 的  

希望発行枚数           通 

 

 被害対象物の購入年月日 

 

 添付書類  被害状況の写真または、被害状況を第３者が証する書面 

 

 

※ この証明は、災害対策基本法第 2条に規程する被害以外のもので、市の調査確認が出来ていないも

のについて、本人の届け出があったこと及び被害当日の気象状況を証明するものです。 

 気象状況等によって被害が発生したこと及び被害の事実について証明するものではありません。 



罹災証明 
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被害届出証明書 

第     号 

 
 

被 害 届 出 証 明 書 
 

 

 

申 請 者 

 

住 所 

 

 

 

 

 氏      名  

(事業所名･代表者) 

 
 ＴＥＬ 

（   ） 

被害世帯の 

 

構 成 員 

氏  名 続柄 生年月日 人的被害の有無 

 世帯主  無・有（死亡・重傷・軽傷） 

   無・有（死亡・重傷・軽傷） 

   無・有（死亡・重傷・軽傷） 

   無・有（死亡・重傷・軽傷） 

被 害 場 所  

被 害 日 時            年   月   日 （   時   分頃） 

被 害 原 因 
強風・大雨・大雪・洪水・地震・爆発（          ） 

放射性物質の放出・その他（               ） 

被 害 の 

状 況 
 

気 象 等 

の 状 況 
 

  上記のとおり相違ないことを証明します。 

 

      年  月  日 

                   町田市長              印 

 

※ この証明は、災害対策基本法第 2条に規程する被害以外のもので、市の調査確認が出来ていないも

のについて、本人の届け出があったこと及び被害当日の気象状況を証明するものです。 

 気象状況等によって被害が発生したこと及び被害の事実について証明するものではありません。 

  



罹災証明 
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証明書 

   

 証 明 書  
   

  町田市長                    殿  

   

                                            年  月  日  

   

                                            役職名 

 

 

                                            住 所  

  

                     氏 名                           印 

 

  

                      連絡先         

 

   

                     下記事項を確認し相違ないことを証明します。  

 

災 害 の 種 類 
強風・大雨・大雪・洪水・地震・爆発（          ） 

放射性物質の放出・その他（               ） 

 

 

災害発生年月日 

  

 

所有者 

または 

世帯主 

住 所 

  

 

氏 名 

  

 
 

  

 被 害 状 況   

 

 

  

（１）この証明書は、市の調査確認がなされていない災害による被害状況の証明願を申請する際 

  に添付する。 

（２）この証明を行う者は、自治会長・民生委員・自主防災隊長等の役職にあり、被災者と利害関係 

  のない第三者であることを要す。 

  



罹災証明 
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り災証明申請書（一般火災用・町田消防署） 

 

別記様式第１号（第６条関係）             （日本産業規格Ａ列４番） 

                                 年  月  日 

    消 防 署 長 殿 

                     

                    申請人 住 所  

                        電 話  

                        氏 名  

 

り 災 証 明 申 請 書 

 

１使 用 目 的 

又 は 提 出 先 
 ２必要枚数  枚 

３申請人とり災対

象物との関係 
所有者・管理者・占有者・担保権者・その他（        ） 

４り 災 年 月 日 

及 び 時 分 
年   月   日   時   分ごろ 

５り 災 物 件 

の 所 在 地 

 市    町    丁目    番    号 

区     

６ 証 明 内 容 

 

 

 

※ 手 数 料 

 の 減 免 

 有 ・ 無 

 

※ 手 数 料 ※ 登 録 印 

  

備 考 

 （１）あて名は、「○○消防署長」と記入してください。 

 （２）代理人の場合には、委任状を添えて申請してください。 

 （３）３欄の記載については、該当するものを○で囲んでください。その他に○をした 

    場合は、その内容を（ ）の中に記入してください。 

 （４）４、５及び６欄については、消防職員の指示により記入してください。 

 （５）※印の欄には、記入しないでください。 

 

 

 



遺体の収容・火葬等 
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遺 体 受 付 票 

 

 受付番号  

 
遺体届出人 

(発見者） 

住所  

氏名  

 遺 体 の 種 別 1 身元不明の遺体      2 遺体引受人のない遺体      3 その他 

 遺 体 発 見 日 時 年      月      日      時      分 

 遺 体 発 見 場 所  

 

遺

体

の

身

元 

本   籍  

 住  所  

 氏   名  性別 男 ・ 女 年齢  

  識別事項（着衣、所持品、身長、体格等） 

 

 

 

 遺

族

そ

の

他

の

関

係

者 

住  所   

  

 

( 避 難 先 ) 

 

 

               （電話等連絡先） 

氏   名                               （死者との続柄） 

 遺体の引取り       可  ・  不可      （引渡し   年   月   日） 

 遺骨の引取り       可  ・  不可      （引渡し   年   月   日） 

 検 視 日 時     月    日    時    分  

 検 案 日 時   月    日    時    分 洗浄の有無 有 ・ 無 

 火葬許可証交付日 年     月     日  ＮＯ 

 火 葬 日   年   月     日 遺体発見現場の概略図 

 遺 留 品 番 号   

（備考） 



遺体の収容・火葬等 
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氏名札 災害遺体送付票 
 

                         （送付番号）  

 町 田 市 災 害 遺 体               

   災 害 遺 体 送 付 票              

     

     第        号        町田市災害遺体第      号  

     

   （氏名                ）を送付する  

   氏  名    

           年    月    日  

               （市長                ）  

     

         （火葬場）宛  

 

 

 

 

 

遺 体 処 理 票 

                                   ［ 町 田 市 ］ 

災 害 遺 体 番 号     第     号 

死

亡

者 

氏 名  

住 所  

死亡・発見年月日  

死亡原因・発見場所  

引 

取 

人 

氏       名  

住       所  

死 亡 者 と の 関 係  

引 取 年 月 日         年    月    日 

遺

留

品 

処 理 番 号     第     号 

保   管   所  

  備 考 （身元不明遺体の場合、遺体の特徴等を詳細に記入） 

 

遺 体 収 容 所   

 

 

 



遺体の収容・火葬等 
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遺 骨 処 理 票 

                                   ［ 町 田 市 ］ 

災 害 遺 体 番 号     第     号 

死

亡

者 

氏 名  

住 所  

遺 骨 処 理 番 号     第     号 

焼 骨 日 時 場 所  

引 

取 

人 

氏       名  

住       所  

死 亡 者 と の 関 係  

引 取 年 月 日         年    月    日 

遺

留

品 

処 理 番 号     第     号 

保   管   所  

  備 考 

 

納 骨 場 所   

 

 

 

遺 留 品 処 理 票 

                                   ［ 町 田 市 ］ 

災 害 遺 体 番 号     第     号 

死

亡

者 

氏 名  

住 所  

主 な 遺 留 品  

引 

取 

人 

氏       名  

住       所  

死 亡 者 と の 関 係  

引 取 年 月 日         年    月    日 

遺

留

品 

処 理 番 号     第     号 

保   管   所  

  備 考 

 

遺 留 品 保 管 場 所   

 

 



 

 

1
-
9

3
 
（

1
0

1
）

 

遺体受付台帳兼処理台帳 
                                                                                                                市町 村名：  町田 市              

受付

番号 

処  理 

年 月 日 

遺体発見の 

日時及び場所 
死亡者氏名 

遺    族 洗浄等の処置費 
遺体の 

一時保存 
検案料 実支出額 備 考 

 

氏  名 
死亡者 

との関係 
品 名 数量 金 額 

 

 

            円   円     円     円   

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

  人           

計 －  －   － －       

            

遺
体

の
収

容
・

火
葬

等
 



 

 

1
-
9

4
 
（

1
0

2
）

 

埋 葬 台 帳 
                                                                                                                市町 村名：  町田 市              

死亡 

年月日 

埋葬 

年月日 

死 亡 者 埋葬を行った者 埋  葬  費 

備 考 
氏  名 年齢 

死亡者 

との関係 
氏  名 

棺 

（付属品含） 

埋葬又は 

火葬料 
骨 箱 計 

      円 円 円       円  

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

（注）１  埋葬を行った者が市長であるときは、遺族の氏名を「備考」欄に記入すること。 

   ２  市長が棺、骨箱等を現物で給与したときは、その旨「備考」欄に明らかにすること。 

   ３ 埋葬を行った者に埋葬費を支給したときは、その旨及び金額を「備考」欄に記入すること。 

遺
体

の
収

容
・

火
葬

等
 


